
「ビジネスと人権」に関する行動計画（２０２０－２０２５）の策定について 

 

（一社）日本倉庫協会 御中 

 

 平素よりお世話になっております。 

 

 近年、企業による人権尊重の必要性について国際的な関心が高まっています。国際社会にお

いては、たとえば、国連人権理事会では「ビジネスと人権に関する指導原則」が支持され、企業活

動における人権尊重の指針として用いられています。また、持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成

に当たっては、人権の保護・促進が重要な要素と位置付けられており、企業が SDGｓに取り組む

上でも、人権の尊重は重要になってきています。投資家、市民社会、消費者においても、企業に

人権尊重を求める意識が高まっており、企業は、人権を尊重した行動をとることが求められていま

す。 

 

 こうした背景の中、昨年１０月、日本政府は、企業活動における人権尊重の促進を図るため、

「ビジネスと人権」に関する行動計画を策定しました。その中で、その規模、業種等にかかわらず、

日本企業が、企業活動における人権への影響の特定、予防・軽減、対処､情報共有を行うこと､す

なわち人権デュー・ディリジェンスのプロセスを導入することへの期待を表明しています。 

 

企業の人権尊重や、そのための人権デュー・ディリジェンスの導入促進には、企業の「ビジネス

と人権」に関する理解促進と意識向上が重要と考えており、各団体におかれましては、本行動計

画に記載された、関連する政府の取組や、企業への期待について傘下会員の「ビジネスと人権」

に関する意識向上に向けた啓発を行っていただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

なお、外務省のＨＰでは、「ビジネスと人権」の行動計画に加えて、国連で支持された「ビジネス

と人権の指導原則」に関する広報動画等も掲載しております。詳しくは、下記ＵＲＬを御覧ください。 

 

外務省「ビジネスと人権ポータルサイト」：https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bhr/index.html  

  

（別添） 

「ビジネスと人権」に関する行動計画の概要 

「ビジネスと人権」に関する行動計画（日本語・英語） 

 

（連絡先） 

国土交通省大臣官房（物流産業） 

（担当者）澤井 電話：03-5253-8111（内線：25-323） 



「ビジネスと人権」に関する行動計画（概要）
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行動計画ができるまで 行動計画

政府から企業への期待

行動計画の実施・見直しに関する枠組み

政府は、その規模、業種等にかかわらず、日本企業が、国
際的に認められた人権等を尊重し、「指導原則」やその他関
連する国際的なスタンダードを踏まえ、人権デュー・ディリ
ジェンスのプロセス（※）を導入することを期待。
（※ 企業活動における人権への影響の特定､予防・軽減、対処、
情報共有を行うこと。）

行動計画期間は５年。毎年、関係府省庁連絡会議において
実施状況を確認。ステークホルダーとの対話の機会を設け、
その概要を公表。公表３年後に中間レビュー、５年後に改定。

1 「ビジネスと人権」に関する国際的な要請の
高まりと行動計画の必要性

 「OECD多国籍企業行動指針」や「ＩＬＯ多国籍企業宣言」
の策定、国連グローバル・コンパクトの提唱といった中、国
連は「ビジネスと人権に関する指導原則」を支持。Ｇ７・Ｇ
２０の首脳宣言でも行動計画に言及。

 投資家等の求めもあり、企業も人権尊重への対応が必要。企
業自らが､人権に関するリスクを特定し､対策を講じる必要。

 日本ではこれまで人権の保護に資する様々な立法措置・施策
を実施し、企業はこれに対応。

 「ビジネスと人権」に関する社会的要請の高まりを踏まえ、
一層の取組が必要との観点から、政府として行動計画を策定。

 新型コロナウイルス感染症の文脈においても、行動計画を着
実に実施していく必要。

２ 行動計画の位置付け
 「指導原則」、「OECD多国籍企業行動指針」、「ILO多
国籍企業宣言」等を踏まえ作成。

 SDGｓの実現に向けた取組の一つと位置付け。

３ 行動計画の策定及び実施を通じ目指すもの

 国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進
 「ビジネスと人権」関連政策に係る一貫性の確保
 日本企業の国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上
 SDGｓの達成への貢献

４ 行動計画の策定プロセス
現状把握調査を含め､経済界、労働界、市民社会等との意見

交換会を実施。令和２年２月に原案を作成し､パブリックコメ
ントを実施。

１ 基本的な考え方

(1)政府、政府関連機関及び地方公共団体等の「ビジネスと人
権」に関する理解促進と意識向上

(2)企業の「ビジネスと人権」に関する理解促進と意識向上

(3)社会全体の人権に関する理解促進と意識向上

(4)サプライチェーンにおける人権尊重を促進する仕組みの整備

(5)救済メカニズムの整備及び改善

２ 分野別行動計画

→詳細は次頁。

第１章 第２章

第３章

第４章

令和２年１０月
「ビジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省庁連絡会議」



ア．公共調達
 「ビジネスと人権」関連の調達ルールの徹底

イ．開発協力・開発金融
 開発協力・開発金融分野における環境社会配慮に係
る取組の効果的な実施

ウ．国際場裡における「ビジネスと人権」の推進・
拡大

 国際社会における「指導原則」の履行促進に努力
 人権対話による「ビジネスと人権」の取組の推進
 国際機関等のフォーラムにおける経済活動と社会課
題の関係に関する議論への貢献

 労働者など幅広い層の人々が恩恵を受けるEPA及び
投資協定の締結に努力

 日ＥＵ・ＥＰＡに基づく市民社会との共同対話

エ．人権教育・啓発
 公務員に対する「ビジネスと人権」の周知・研修
 「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づく
人権教育・啓発活動の実施

 民間企業と連携・協力した人権啓発活動の実施
 中小企業向けの啓発セミナーの継続
 人権尊重を含む社会的課題に取り組む企業の表彰
 教育機関等に対する、行動計画等の周知
 行動計画の周知等における国際機関との協力

ア．国内外のサプライチェーンにおける
取組及び「指導原則」に基づく人権
デュー・ディリジェンスの促進

 業界団体等を通じた日本企業に対する行
動計画の周知、人権デュー・ディリジェ
ンスに関する啓発

 「OECD多国籍企業行動指針」、「ＩＬ
Ｏ宣言」及び「ＩＬＯ多国籍企業宣言」
の周知

 在外公館や政府関係機関の現地事務所等
における海外進出日本企業に対する、行
動計画等の周知等

 「価値協創ガイダンス」の普及
 女性活躍推進法の着実な実施
 環境報告ガイドラインに則した情報開示
の促進

 海外における国際機関の活動への支援

イ．中小企業における「ビジネスと人権」
への取組に対する支援

 「ビジネスと人権」のポータルサイトに
よる中小企業への情報提供

 中小企業を対象としたセミナーの実施
 取引条件・取引慣行改善に係る施策

司法的救済及び非司法的救済

 民事裁判手続のIT化
 警察官、検察官等に対する人権
研修

 日本NCP（国別連絡窓口）の活
動の周知とその運用改善

 人権相談の継続
 人権侵害の予防、被害の救済
 個別法令等に基づく対応の継
続・強化（労働者、障害者、外
国人技能実習生を含む外国人労
働者、通報者保護）

 裁判外紛争解決手続の利用促進
 開発協力・開発金融における相
談窓口の継続

 途上国における法制度整備支援
 質の高いインフラ投資の推進

第２章 ２．分野別行動計画

⑵ 人権を保護する国家
の義務に関する取組

⑸ その他の取組

オ．法の下の平等
（障害者，女性，
性的指向・性自認等）

ア．労働（ディーセント・
ワークの促進等）

イ．子どもの権利
の保護・促進

ウ．新しい技術の
発展に伴う人権

エ．消費者の
権利・役割

⑶ 人権を尊重する企業
の責任を促すための取組

⑷ 救済へのアクセス
に関する取組

⑴ 横断的事項

 ディーセント・ワー
クの促進

 ハラスメント対策の
強化

 労働者の権利の保
護・尊重（含む外国
人労働者、外国人
技能実習生等）

 人身取引等を含む児童労
働撤廃に関する国際的な
取組への貢献

 児童買春に関する啓発
 子どもに対する暴力への
取組

 スポーツ原則・ビジネス
原則の周知

 インターネット利用環境
整備

 「子供の性被害防止プラ
ン」の着実な実施

 ヘイトスピーチを
含むインターネッ
ト上の名誉毀損等
への対応

 AIの利用と人権や
プライバシーの保
護に関する議論の
推進

 エシカル消費の
普及・啓発

 消費者志向経営
の推進

 消費者教育の
推進

 ユニバーサルデザイ
ン等の推進

 障害者雇用の促進
 女性活躍の推進
 性的指向・性自認へ
の理解・受容の促進

 雇用分野における平
等な取扱い

 公衆の使用の目的と
する場所での平等な
取扱い
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カ．外国人材の
受入れ・共生

 共生社会実現に向
けた外国人材の受
入れ環境整備の充
実・推進



「ビジネスと人権」に
関する行動計画
（2020-2025）

令和２年10月  
ビジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省庁連絡会議





１． 行動計画の基本的な考え方

２．分野別行動計画　

    （１）横断的事項 
       ア．労働（ディーセント・ワークの促進等） 

　　　イ．子どもの権利の保護・促進 

　　　ウ．新しい技術の発展に伴う人権 

　　　エ．消費者の権利・役割

　　　オ．法の下の平等（障害者、女性、性的指向・性自認等） 

　　　カ．外国人材の受入れ・共生 

   （２）人権を保護する国家の義務に関する取組 
       ア．公共調達 

       イ．開発協力・開発金融 

       ウ．国際場裡における「ビジネスと人権」の推進・拡大 

       エ．人権教育・啓発

   （３）人権を尊重する企業の責任を促すための政府による取組 
        ア．国内外のサプライチェーンにおける取組及び「指導原則」に基づく
             人権デュー・ディリジェンスの促進 

       イ．中小企業における「ビジネスと人権」への取組に対する支援

   （４）救済へのアクセスに関する取組 
       司法的救済及び非司法的救済 

   （５） その他の取組  
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第 1 章 行動計画ができるまで
（背景及び作業プロセス） 

1 はじめに～「ビジネスと人権」に関する
国際的な要請の高まりと行動計画策定の必要性～

経済発展における国際的な企業の役割の重要性が認識されていく中で、企業活動が社会にもた
らす影響について関心が高まったことを受けて、企業に対し、責任ある行動が求められるように
なった。１９７６年には、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）行動指針参加国の多国籍企業に対して、企業に
期待される責任ある行動を自主的に取ることを求める勧告を取りまとめた「ＯＥＣＤ多国籍企業
行動指針」、１９７７年には、社会政策と包摂的で責任ある持続可能なビジネス慣行に関して、企業に
直接の指針を示す「国際労働機関（ＩＬＯ）多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」（以下、

「ＩＬＯ多国籍企業宣言」という。）等の、企業活動に関する文書が策定された。

さらに、企業活動の人権への影響は社会にもたらす影響の一つであるとの認識が高まる中、企業活動
における人権の尊重への注目も高まった。１９９９年には、企業を中心とした様々な団体が社会の良き
一員として行動し、持続可能な成長を実現するための自発的な取組として、「国連グローバル・コン
パクト」が提唱された。グローバル・コンパクトが企業に対し実践するよう要請している４分野にわたる
１０原則のうち、２分野（６つの原則）は、「人権」及び「労働」である。1 また、２００５年、第６９回国連人権
委員会は、「人権と多国籍企業」に関する国連事務総長特別代表として、ハーバード大学ケネディ・
スクールのジョン・ラギー教授を任命した。２００８年に、ラギー特別代表は、「保護、尊重及び救済」
枠組みを第８回国連人権理事会へ提出した。同枠組みは、企業と人権との関係を、（１）企業を含む第
三者による人権侵害から保護する国家の義務、（２）人権を尊重する企業の責任、（３）救済へのアクセス
の３つの柱に分類し、企業活動が人権に与える影響に係る「国家の義務」及び「企業の責任」を明確に
すると同時に、被害者が効果的な救済にアクセスするメカニズムの重要性を強調し、各主体がそれぞれ
の義務・責任を遂行すべき具体的な分野及び事例を挙げている。さらに、ラギー特別代表は、「保護、
尊重及び救済」枠組みを運用するため、２０１１年「ビジネスと人権に関する指導原則：国連「保護、尊重
及び救済」枠組みの実施（ 以下、「指導原則」という。）」を策定した。この「指導原則」は、第１７回国連人権
理事会の関連の決議において全会一致で支持された。

国際社会において、｢ 指導原則 ｣への支持は高まりつつある。２０１５年９月に国連総会で採択された
｢持続可能な開発目標｣（SDGｓ）を中核とする「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」では、
民間企業活動について、国連の「「ビジネスと人権に関する指導原則と国際労働機関の労働基準」、

「児童の権利に関する条約」及び主要な多国間環境関連協定等の締約国において、これらの取決めに

（2）

（3）

1 国連グローバル・コンパクト」の１０原則において、「人権」及び「労働」の項目では、以下の原則が掲げられている。　
原則１：人権擁護の支持と尊重
原則２：人権侵害への非加担
原則３：結社の自由と団体交渉権の承認
原則４：強制労働の排除
原則５：児童労働の実効的な廃止
原則６：雇用と職業の差別撤廃

（1）
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従 い労働者の権利や環境、保健基準を遵守しつつ、民間セクターの活動を促進すること」が謳わ
れた。２０１５年の G７エルマウ・サミットにおける首脳宣言には、｢指導原則｣を強く支持し、また各
国の行動計画を策定する努力を歓迎する旨の文言が盛り込まれた。２０１７年７月の G２０ハンブルグ首
脳宣言においても、我が国を含む G２０各国は、｢指導原則｣を含む｢国際的に認識された枠組みに
沿った人権の促進にコミット｣し、｢ビジネスと人権に関する行動計画のような適切な政策的な枠組み
の構築に取り組む｣ことを強調している。さらに、｢指導原則｣の成立を受けて、（１）に記載した「ＯＥ
ＣＤ多国籍企業行動指針」については、２０１１年の５回目の改定時に人権に関する章が追加され、　

「ＩＬＯ多 国籍企業宣言」についても、２０１７年の改定時に｢指導原則｣への言及が追加された。
さらに、「ビジネスと人権」に関する国際的な動きとして、子どもの権利の分野では、「指導原則」を
補完する文書として、国連児童基金（UNICEF）等が、「子どもの権利とビジネス原則」を策定し、企業
活動を通して子どもの権利を守るための１０の原則が示された。そのほか、児童の権利に関する条約
や、社会権規約（経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）など、複数の人権条約の委員会
の一般的意見においても、「ビジネスと人権」の重要性が指摘されている。

こうした｢ビジネスと人権｣の理念に関する意識の高まりを受け、欧米諸国を中心に、各企業に対し、
サプライチェーンも含め、人権尊重を求める法制を導入する動きが広がりつつある。また、市民社
会、消費者においても企業に人権尊重を求める意識が高まっている。さらに、近年、サステナブル
投資は拡大しており、機関投資家も、企業との建設的な目的を持った対話（エンゲージメント）に
積極的に取り組んでいる。投資家は企業による人権分野の取組の情報開示と、それに基づく対話を
期待している。この関連では、種々の金融分野の国際的なイニシアティブにおいても、「ビジネスと
人権」の議題が取り上げられており、例えば、国連責任投資原則（ＰＲＩ）は、ＥＳＧ（環境・社会・ガバ
ナンス）投資の「Ｓ（Ｓocial ）( 社会 )」の主要な要素の一つとして人権を位置付けており、「ビジネス
と人権」はＥＳＧ投資の中でも重要な取組の一つとなっている。また、２０２０年には、ＰＲＩがＳＤＧｓに
沿った成果を果たすための機関投資家向けの投資行動フレームワークをまとめている。さらに、
ＰＲＩに加えて、国連持続可能な保険原則（ＰＳＩ）、国連責任銀行原則（ＰＲＢ）が策定されている。また、
日本を含む各国の証券取引所は、国連持続可能な証券取引所（ＳＳＥ）イニシアティブに参加し、市場
におけるサステナビリティの推進に取り組んでいる。このように、企業に人権尊重を求める動き
は、投資家のみならず、金融機関全般に広がりつつある。

（4）
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さらに、オリンピック・パラリンピックを始めとする大型スポーツイベント、その他国際大会の開
催に当たっても、「指導原則」の遵守を始めとする人権尊重が求められている。日本においては、
２０２１年に開催が延期された２０２０年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会
（ 以下、「東京２０２０大会」という。）に向けて、日本 企 業 の 活 動を含め日本における人 権 尊 重 の
姿勢に国際的な関心が向けられており、オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会として
初めて、東京２０２０大会が｢指導原則｣に則った大会を目指し、準備が進められている。

このような国際的な潮流の中で、企業は、企業活動における人権尊重を求める声に、対応して行く
ことが求められている。特に、海外事業を展開する企業にとっては、事業実施国の法令遵守だけで
はなく、国際基準に照らして企業行動が評価される国際動向となっている。このため、企業は、
そのサプライチェーンも含め、自ら事業における人権に関するリスクを特定し、対策を講じる必要
に迫られている。

日本では、これまでも、関係府省庁が、それぞれ人権の保護に資する様々な立法措置・施策を行い、
企業はそれに対応してきている。例えば、（一社）日本経済団体連合会は、２０１７年１１月に「企業
行動憲章」を改定し、新たに人権尊重に関する原則を追加し、同憲章｢実行の手引き｣においては、
グローバルな人権規範の理解、デュー・ディリジェンスと情報開示、包摂的な社会作りを通じた
人権の増進を推奨している。中小企業においても、人的・物的資源に制約がある中、人を中心に
捉えた経営を実践し、中小企業が地域社会と働く人々を大切にする経営に取り組んできている。
また、日本企業は、これまでも海外への進出に際して日本らしい｢技術｣、｢文化｣、｢人づくり｣の
アプローチの下で、良好な労使関係を通じた紛争の未然防止や改善につなげる労使慣行を始め
とした、日本企業独特の取組で責任ある企業行動を実践してきている。

しかしながら、現在の｢ビジネスと人権｣に関する社会的要請の高まりを踏まえれば、一層の取組が
必要と言える。この観点から、今般、日本政府として、｢ビジネスと人権｣に関する行動計画（以下、
｢行動計画｣という。）を策定した。その中で、関係府省庁がこれまで個別に実施してきた人権の保護
に資する措置を｢ビジネスと人権｣の観点から整理することで、関係府省庁間の認識の共有・理解
促進を図り、今後の関係府省庁間の連携を促進しつつ、関係府省庁間の政策の一貫性を強化して
いく。企業に対しては、行動計画を広く周知することで、｢ビジネスと人権｣に関する一層の理解の
促進と意識の向上を図ると共に、企業及び企業間での取組の連携強化を促す。日本政府としては、
これらを通じて、責任ある企業活動の促進を図り、国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進に
貢献し、日本企業の信頼・評価を高め、国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上に寄与する
ことを期待する。

現在、新型コロナウイルス感染症は、国境を越えて広がり、この流行により引き起こされた経済・
社会の混乱は、世界のいたるところで人権に影響を与え、特に、社会において最も脆弱な人々に
打撃を与えている。こうした中、グテーレス国連事務総長は、新型コロナウイルス感染症への対応
や回復期において人権を対策の中心に据えることを強調している。加えて回復期に向けて、「より
強靱で、より平等で、包摂的で、持続可能な経済社会」の構築に焦点を当てている。

（6）

（7）

（8）

（9）
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政府は、「指導原則」を支持しており、行動計画の策定に当たっては、行動計画が「指導原則」の着実
な履行の確保を目指すものとした。また、行動計画は、「指導原則」だけでなく、「ＯＥＣＤ多国籍
企業行動指針」や「ＩＬＯ多国籍企業宣言」等の関連する国際文書も踏まえて策定した。

第３７回国連人権理事会（２０１８年３月）において採択された「２０３０アジェンダの実施と人権」決
議（３７／２４）において示されたとおり、政府としては、ＳＤＧｓの実現と人権の保護・促進は、相互
に補強し合い、表裏一体の関係にあると考える。政府は、本行動計画の策定を、ＳＤＧｓの実現に向
けた取組の一つとして位置付けており、２０１９年１２月のＳＤＧｓ推進本部第８回会合で決定された

「ＳＤＧｓ実施指針改定版」等に、行動計画を策定していくことを明記した。

２０１８年６月に閣議決定された、我が国の成長戦略である「未来投資戦略２０１８―「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」
｢データ駆動型社会」への変革―｣においても、行動計画の策定を通じて、企業に先進的な取組を
促すこと、外国人の就労環境の改善を含む外国人の受入れ環境の整備を通じ、人権の保護を図って
いくことに言及した。

（2）

（3）

また、「ビジネスと人権」の分野では、国連「ビジネスと人権」作業部会がその声明の中で、新型コロ
ナウイルス感染症の文脈においても「指導原則」が適用されると指摘し､責任ある企業行動を確保
する政府の役割及び企業の人権尊重に焦点を当てる旨述べている。さらに、「「指導原則」の履行の
実質的な推進が、将来の危機へのより良い準備」につながるとの考えを示しており､「指導原則」の
趣旨を実現するためには「責任ある政府及び企業が先導しつつ、全ての関係者が関与するより良い
連携」が必要である旨指摘している。新型コロナウイルス感染症のような世界的危機の文脈におけ
る責任ある企業行動の確保の必要性は、第４４回国連人権理事会（２０２０年７月）でコンセンサス採
択された「ビジネスと人権」決議においても認識されるなど、国際社会において広く共有されている。

新型コロナウイルス感染症の流行を受けて、ＯＥＣＤ及びＩＬＯ は、新型コロナウイルス感染症に
より、労働条件に関するサプライチェーン及び会社運営における脆弱性が浮き彫りにされた旨指摘
しており、このような国際社会の動きも踏まえ、政府として、人間の安全保障の理念に基づき、ＳＤＧs
実現に向けた取組をより一層推進すべく、「指導原則」を履行し、責任ある企業活動の確保に向け､
行動計画を着実に実施していく必要性がこれまで以上にあると考える。

2 行動計画の位置付け
～｢指導原則｣等の国際文書及び SDGｓとの関係 ～

（1）
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3 行動計画の策定及び実施を通じ目指すもの

　上記「１．はじめに～「ビジネスと人権」に関する国際的な要請の高まりと行動計画策定の必要性～」で
述べたとおり、政府として、本行動計画を通じ、関係府省庁間の認識の共有・理解促進を図り、関係府省
庁間の政策の一貫性を確保し、さらには、連携を高めていく。企業に対しては、行動計画を広く周知すること
で、「ビジネスと人権」に関する一層の理解の促進と意識の向上を図るとともに、企業及び企業間での取組
の連携強化を促す。これらを通じ、責任ある企業活動の促進を図ることにより、国際社会を含む社会全体の
人権の保護・促進に貢献し、日本企業の信頼・評価を高め、国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上
に寄与することを目的としている。より具体的には以下のとおり。

（1） 国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進
　政府は、「指導原則」はもとより、国家の人権保護義務を基礎とし、我が国が締結している人権諸条約
の遵守及び国際的に認められた原則（「労働における基本的な原則及び権利に関するＩＬＯの宣言」

（以下、「ＩＬＯ宣言」という。）に述べられている基本的権利に関する原則等）の尊重を含む国際社会に
対する各種コミットメントの実施のための手段の一つとして、行動計画を策定する。また、国内外におけ
る責任ある企業活動の促進を図ることで、国の内外を問わず企業活動により人権への悪影響を受ける
人々の人権の保護・促進に、ひいては国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進に貢献することを、
本行動計画の目的とする。その際、社会的弱者になるリスク又は社会的に取り残されるリスクの高い
グループに属する個人の権利とニーズ及び直面する課題に特に注意を払う。なお、本行動計画における

「人権 」とは、環境破壊による被害やサプライチェーンにおける人権尊重も考慮することとする。

（2）　　「ビジネスと人権」関連政策に係る一貫性の確保
　｢ビジネスと人権｣に関する社会的要請が高まる中、企業は、その活動において関連する法令を確実
に遵守することが求められている。また、政府においては、関連する政策の一貫性を確保し、関係府省庁
間の連携を強化することで、それら政策の効果を一層高めることを目指すべきと考える。このため、
行動計画では、関連する法令、政策、今後の具体的な取組等を明確化し、関係府省庁間の連携を促す
ことを目的とする。

（3）　　 日本企業の国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上　
　企業活動における人権尊重は、人権に対する悪影響に対処し、社会に貢献するとともに、企業リスク
要因の回避・管理につながり、さらには、国際社会からの信頼を高め、グローバルな投資家等の高評価
を得ることにもつながる。これを踏まえ、行動計画では、企業の国際的な競争力及び持続可能性の
確保・向上に貢献することを目的とする。政府としては、日本企業が人権尊重の責任を果たし、また、効果
的な苦情処理の仕組みを通じて問題解決を図ることを期待するとともに、そのような取組を進める日本
企業が正当に評価を得る環境づくりも目指す。
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 　ＳＤＧｓの達成への貢献
　上記「２．行動計画の位置付け～「指導原則」等の国際文書及びＳＤＧｓとの関係～」で記載したとおり、
ＳＤＧｓの達成と人権の保護・促進は表裏一体の関係にある。このため、行動計画の実施を通じて、
「 誰一人取り残さない」持続可能で包摂的な社会の実現に寄与することを目的とする。

「ビジネスと人権」は、後述のとおり、幅広い分野にわたり、また、その関係者も多様である。この
ため、政府は、行動計画策定に当たり、我が国における「ビジネスと人権」を巡る状況を把握すると
ともに、政府として取り組み得る措置について包括的に検討することで、行動計画が、現実的かつ
効果的なものとなるよう努めた。

第一段階として、関係する全府省庁が参加する形で、企業活動に関連する我が国の法制度や施策
等の現状整理を行い、その上で、実態を把握するため、経済界、労働界、法曹界、学術界、市民社
会等の代表的な組織の参加を得て、計１０回の意見交換会を実施した。なお、経済界からは、中小
企業の参加も得ることで、日本社会の雇用全体の７割を占めている中小企業の意見を聴取する
ことに努めた。

当該ベースラインスタディ（現状把握調査）の結果を踏まえて、関係府省庁間の調整を図る連絡
会議を設置し、また、幅広い意見を聴取することを目的とし、諮問委員会、作業部会を設置し、
上記各界及び消費者団体等からの意見も踏まえつつ、議論を重ね、行動計画に盛り込む優先分野
を特定し、行動計画を策定した。さらに、当該行動計画の策定においてパブリックコメントの募集
や国内セミナーを行った。また、国連「ビジネスと人権」作業部会委員やＯＥＣＤ金融企業局・責任
ある企業行動センター長等、海外からの有識者と意見交換をする機会も設けた。

（2）

（3）

4 行動計画の策定プロセス

（1）

（4）　　
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第 2 章 行動計画

1 行動計画の基本的な考え方

政府、政府関連機関、地方公共団体等が「ビジネスと人権」に関する理解を促進し、意識を向上させ
ていく上で、関連する法令、政策等の一貫性を確保し、かつ、関係府省庁間において連携を強化する
ことが重要である。

企業が、関連法令、政策等を理解・遵守するよう、企業の「ビジネスと人権」に関する理解促進と
意識向上を図ることも必要である。特に人的・物的資源に制約のある中小企業の理解促進と意識
向上が本行動計画の実効性を高める上で重要である。政府は、政府自身による啓発に加え、国際機
関や様々なステークホルダー（利害関係者）が、企業向けに提供するツール等も企業の取組に貢献
するとの認識の下、「ビジネスと人権」の分野における課題に対処する上で必要な情報に企業が
アクセスできる環境の整備を図る必要があると考える。

企業に対して、「ビジネスと人権」に係るより一層の取組を促すためには、社会全体としての人権に
関する理解促進・意識向上も必要である。このため、政府は、従来から行われている人権教育、
人権啓発の取組を継続していく。

企業活動のグローバル化、多様化に伴い、国際社会は、企業に対し、企業内部での「ビジネスと
人権」に関する取組の実施だけでなく、国内外のサプライチェーンにおける人権尊重の取組を求め
ており、企業はこの点に留意する必要がある。これを受け、国際機関の提供するツールの活用や
既存の情報開示の枠組み、企業向けの情報提供の取組を活用しつつ、政府として、企業による人権
尊重の取組を促す具体的な仕組みの整備に努めていく。

企業活動において、人権侵害が生じた場合のために、まず、救済措置（司法的救済及び非司法的
救済）が整備されているところ、政府として、引き続き司法的救済へのアクセス確保及び必要に
応じた改善に向けて努めるだけでなく、個別法令に基づく相談窓口（労働者、障害者、消費者等）や、

（株）国際協力銀行（以下、「ＪＢＩＣ」という。）ガイドライン、（独）国際協力機構（以下、「ＪＩＣＡ」という。）
環境社会配慮ガイドライン、（株）日本貿易保険（以下、「ＮＥＸＩ」という。）環境社会配慮のための
ガイドライン、及びそれらに基づく異議申立手続や「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」に係る日本連絡
窓口（以下、「日本ＮＣＰ」という。）等、複数からなる非司法的救済に関する取組を活用し、アクセス
確保及び必要に応じた改善に向けて努める。

（2）

（3）

（4）

（5）

　第１章「３．行動計画の策定を通じ目指すもの」に記載した目的を達成するためには、行動計画を通じて
政府、企業等、幅広い関係者の行動を促しつつ、必要な制度の整備が必要となる。政府が関係者の理解と
協力の下に本行動計画の実施に取り組む上で、特に重要と考える以下の５点を優先分野とする。

（1）
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2 分野別行動計画

人権を保護する国家の義務に関する取組

人権を尊重する企業の責任を促すための政府による取組

救済へのアクセスに関する取組

　本行動計画では、「指導原則」が、企業と人権との関係を「人権を保護する国家の義務」、「人権を尊重
する企業の責任」及び「救済へのアクセス」の３つの柱に分類していることを踏まえ、関連する取組を以下の
３つの観点から分類し、体系立てて整理することとした。

　我が国が締結している人権諸条約や、「ＩＬＯ宣言」に述べられている基本的権利に関する原則の尊重、
促進及び実現を含む国際社会に対する各種コミットメントの実施を通じ、国際社会を含む社会全体における
人権の保護・促進に貢献していくための取組を記載する。

　「指導原則」では、人権を尊重する企業の責任という場合、まさに企業自身の取組を指すが、本項では、
企業が人権を尊重する責任を果たすことを促す政府の取組を中心に記載する。

　仮に、企業活動において人権侵害が生じた場合のために、司法的救済及び非司法的救済へのアクセスの
確保を図っていくための取組を記載する。

　他方、政府の取組の中には、上記の３つの観点のうち、複数の観点から、横断的に取り組むことが適切
と考えられる事項があることを踏まえ、本項では、まず、それら「横断的事項」を記載し、その後、３つの
観点の個別事項を記載することとする。それぞれの項目においては、今までの取組・関連施策の概略
や基本的方向性を示し、その上で、今後行っていく具体的な措置を示す。

第 2 章 行動計画
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ア. 労働 （ディーセント・ワークの促進等）

（ 既存の制度・これまでの取組）
　これまでの取組として、労働分野においては、「ＩＬＯ宣言」に述べられている基本的権利に関する
４つの原則（①結社の自由及び団体交渉権の実効的な承認、②あらゆる形態の強制労働の撤廃、
③ 児童労働の実効的な廃止、④雇用及び職業についての差別の撤廃）の尊重、促進及び実現
のために労働政策を推進し、ディーセント・ワークの実現に努めてきた。例えば、国籍、人種、民族
等による差別なく、労働者に適用される「労働基準法（昭和２２年法律第４９号）」、「労働者災害補償
保険法（昭和２２年法律第５０号）」、「 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に
関する法律（昭和４７年法律第１１３号。以下、「男女雇用機会均等法」という。）」、「船員法（昭和２２年
法律第１００号）」等の労働法令を通して労働者の権利の保護及び推進を図っている。
　近年では、２０１９年の「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の
充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号。以下、「労働施策総合推進法」という。）」等の改正に
より、事業主の職場におけるパワーハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務（相談体制の
整備等）の新設、セクシュアルハラスメント等の防止対策の強化（セクシュアルハラスメント等に
関する相談をしたこと等を理由とする不利益取扱いの禁止等） を行っている。
　グローバル化に伴い、外国人労働者の処遇について注目が集まっている中、外国人技能実習
制度については、２０１７年１１月に施行された「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の
保護に関する法律（平成２８年法律第８９号。以下、「技能実習法」という。）」や送出国政府と作成した
二国間取決め等に基づき、技能実習制度の適正化及び技能実習生の保護を図っている。

横断的事項

（今後行っていく具体的な措置）

（ア） ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の促進（（１）雇用の促進、
（２）社会的保護の方策の展開及び強化、（３）社会対話の促進、（４）労働におけ
る基本的原則及び権利の尊重、促進及び実現等）

・「ＩＬＯ宣言」に述べられている基本的権利に関する原則の尊重、促進及び実現のために
労働政策を推進し、女性活躍の推進にも貢献するワーク・ライフ・バランスの確保も
含むディーセント・ワークの実現に引き続き努めていく。【内閣府、厚生労働省】

・批准することが適当と認められる基本的なＩＬＯの条約及び他のＩＬＯの条約の批准を
追求するための継続的かつ持続的な努力を払っていく。【内閣官房、人事院、総務省、
外務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、防衛省】

（イ） ハラスメント対策の強化

・改正労働施策総合推進法等の履行確保を通じてハラスメントのない職場環境の実現に
向けた取組を引き続き推進していく。【厚生労働省】
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イ. 子どもの権利の保護・促進
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　これまでの取組として、政府は人間の安全保障基金や国際機関への拠出等を通じ、児童労働の
撤廃につながる教育や人身取引（性的サービスや労働の強要等）対策といった分野の取組を支援し
てきた。また、ＪＩＣＡの技術協力や様々な国連機関への拠出を通じ、主に東南アジア諸国の人身取
引対策及び被害者保護の強化に向けた取組を支援してきた。さらに、政府は、人の密輸・人身取引
及び国境を越える犯罪に関するアジア・太平洋地域の枠組みである「バリ・プロセス」への拠出・
参加等を行ってきているほか、「オンラインの児童性的搾取撲滅のための WePROTECT世界連
携」にも参画してきている。加えて、日本が議長国として取りまとめたG２０大阪首脳宣言及び G２０
労働雇用大臣会合大臣宣言において、児童労働等を根絶することへのG２０のコミットメントを
再確認した。これらの取組に際しては、女性や少女が被害者に多く含まれていることを踏まえ、ジェ
ンダーの視点にも十分に留意している。
　国内においては、「子どもに対する暴力撲滅パートナーシップ (GPeVAC)」のパスファインディング
国（参加国）として、市民社会及び企業等と共に「子どもに対する暴力撲滅行動計画」の策定作業に
着手している。同行動計画は、「子どもパブコメ」を通じて得られた子どもの意見を尊重し、策定作業
に取り組んでいる。また、「 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に
関する法律（平成２０年法律第７９号。以下、「青少年インターネット環境整備法」という。）及び基本
計画に基づき、関係府省庁が協力して、フィルタリング等青少年保護に係る取組の充実等、青少年
を取り巻くインターネット利用環境の整備に取り組んできている。さらに、東京２０２０大会までを
視野に、「子供の性被害防止プラン」に基づき、児童買春、児童ポルノの製造等の子どもの性被害の
撲滅に向けて取り組んでいる。

（ウ） 労働者の権利の保護・尊重（含む外国人労働者・外国人技能実習生等）

・外国人を雇用する事業主に対する労働法令の遵守及び「外国人労働者の雇用管理の改
善等に関して事業主が適切に対処するための指針」（平成１９年厚生労働省告示第２７６
号）について、セミナー等を通じて事業主への周知徹底・意識啓発を図る。【厚生労働省】

・外国人労働者のために、都道府県労働局、ハローワーク、労働基準監督署において、
多言語による対応を引き続き実施する。【厚生労働省】

・技能実習制度においては、平成２９年から施行した技能実習法に基づく新たな制度の
下、監理団体の許可制や技能実習計画の認定制の導入、技能実習生への人権侵害の
禁止規定や人権侵害を行った監理団体等への罰則規定の整備、外国人技能実習機構
による実地検査の実施や技能実習生からの母国語相談・申告窓口の設置、二国間取
決め等による制度の適正化を、ジェンダーの視点も踏まえつつ、引き続き実施する。
技能実習制度の運用に関するプロジェクトチームが取りまとめた改善方策を引き続き
着実に実施するほか、技能実習生の失踪防止に向けた新たな施策の実施に取り組む。

【法務省、外務省、厚生労働省】
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（今後行っていく具体的な措置）

（ア） 人身取引及び性的搾取を含む児童労働撤廃に関する国際的な取組への貢献
・「バリ・プロセス」への拠出・参加を含む国際社会等との協力の下、ＪＩＣＡの技術協力や

様々な国連機関への拠出を通じた、ジェンダーの視点も踏まえた人身取引対策及び
被害者保護の強化に向けた取組を引き続き支援していく。【外務省】

・国際機関等への拠出を通じた、児童労働の撤廃に向けた取組の支援を引き続き行って
いく。【外務省、厚生労働省】

（イ） 旅行業法の遵守を通じた児童買春に関する啓発
・旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）の遵守を通じた児童買春に関する啓発及び、旅行業

者が児童買春を目的とするような不健全旅行に関与しないよう旅行業法に基づく立入
検査を引き続き実施していく。【観光庁】

（ウ）「子どもに対する暴力撲滅グローバル・パートナーシップ」を通じた取組
・「子どもに対する暴力撲滅行動計画」の着実な実施を通じ、性的搾取等を含む国内の

子どもに対する暴力撲滅に取り組んで行く。【内閣府、警察庁、法務省、外務省、文部科
学省、厚生労働省】

・「子どもに対する暴力撲滅基金」の人道分野への関与を通じ、海外における子どもに
対する暴力をなくすための取組を推進していく。【外務省】

（エ） 関係業界・団体への「子どもの権利とスポーツの原則」の周知・啓発への協力
・国際会議での発信や、地方公共団体、学校、スポーツ団体等への本原則の趣旨の周知・

普及啓発への協力を行っていく。【スポーツ庁、外務省】

（オ）「子どもの権利とビジネス原則」の周知への協力
・関係機関等への本原則の趣旨の周知への協力を行っていく。【内閣府、外務省】

（カ） 青少年の安全・安心なインターネット利用環境整備に向けた施策の着実な実施
・「青少年インターネット環境整備法」及び「青少年インターネット環境整備基本計画」に

基づいて、青少年の安全・安心なインターネット利用環境の整備に向けて引き続き
取り組んでいく。【内閣府】

（キ）「子供の性被害防止プラン」に基づく施策の着実な実施
・国民意識の向上及び国民運動の展開並びに国際連携、被害に遭うことなく成長する

ための児童及び家庭の支援、ツールに着目した被害の予防・拡大防止対策の推進、
被害児童の迅速な保護及び適切な支援、取締りの強化と加害者の更生、被害に遭わない
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社会の実現のための基盤の強化に引き続き取り組んでいく。【内閣府、警察庁、総務省、
法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】

ウ. 新しい技術の発展に伴う人権
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　これまでの取組として、 インターネット上の名誉毀損・プライバシー侵害等の人権侵害情報に
ついて政府関係機関に相談が寄せられた場合、プロバイダ等に対する発信者情報の開示請求や
当該情報の削除依頼の方法について助言しているほか、人権侵害情報による被害の回復を被害者
自ら図ることが困難な場合には、プロバイダ等に対する当該情報の削除を要請するなど被害の
救済に努めている。こうした取組に際しては、ジェンダー平等の視点と多様性・包摂性への配慮
にも十分留意している。
　また、ヘイトスピーチを含む差別問題について､「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解
消に向けた取組の推進に関する法律（平成２８年法律第６８号）」、「部落差別の解消の推進に関する
法律（平成２８年法律第１０９号）」、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の
推進に関する法律（平成３１年法律第１６号）」等の法律の趣旨等を踏まえ、インターネット上のもの
を含む差別の解消に向けた取組を推進している。
　人工知能（ＡＩ）の発展に関しては、ＡＩ戦略実行会議の下、ＡＩをより良い形で社会実装し共有する
ための基本原則を検討するため、「人間中心のＡＩ社会原則会議」を設置した。その検討の結果、
２０１９年３月に、３つの基本理念と７つの原則からなる「人間中心のＡＩ社会原則」が策定された。

（今後行っていく具体的な措置 ）

（ア）  ヘイトスピーチを含むインターネット上の名誉毀損、プライバシー侵害等への対応
・インターネット上の名誉毀損・プライバシー侵害等の人権侵害事案を認知した場合

には、当該情報の削除等をプロバイダ等に要請するなどの取組を引き続き実施する。
【総務省、法務省】

（イ） ＡＩの利用と人権に関する議論の推進
・ＡＩが社会に受け入れられ適正に利用されるよう、人権尊重の観点も含め、「人間中心の

ＡＩ社会原則」の定着に努めていく。【全府省庁】

（ウ） ＡＩの利用とプライバシーの保護に関する議論の推進
・国際会議等において、ＡＩの利用とプライバシーの保護に関する議論の推進に努めていく。

【個人情報保護委員会、経済産業省】
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エ. 消費者の権利・役割
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　ＳＤＧｓの１２番目の目標に「持続可能な生産消費形態を確保する」ことが掲げられているように、
持続可能な経済社会の形成に向けては、企業や行政だけではなく、消費者の行動も欠かせない。
政府としては、消費者の利益の擁護及び増進のために国、地方公共団体、事業者の責務等を記載
した「消費者基本法」（昭和４３年法律第７８号）等に基づき、消費者の権利の実現に努めている。
地域活性化や雇用等を含む、人や社会・環境に配慮した消費行動「倫理的消費（エシカル消費）」の
普及に当たっては、子ども向けワークショップや啓発ツール（リーフレット、ポスター、動画）に
お いて、児童労働や環境問題等の社会的課題を説明しながら、その課題解決につながる消費
行 動を紹介してきている。また、消費者の行動変容を促すような社会的責任を自覚した事業活動
を行う「消費者志向経営」の推進に取り組んできている。さらに、「消費者教育の推進に関する法律

（平成２４年法律第６１号。以下、「消費者教育推進法」という。）」に基づき、消費者市民社会の形
成に向けて、学校教育及び社会教育を通じて、消費者教育を推進してきている。

（今後行っていく具体的な措置）

（ア）  エシカル消費の普及・啓発
・様々な主体が実施するエシカル消費に関連するイベントでの普及啓発の実施、ＨＰでの

イベント情報の発信や事例紹介、パンフレットや教材の作成等を社会的課題（背景）に
ついても理解を促すような形で引き続き実施していく。【消費者庁】

（イ） 消費者志向経営の推進
・事業者が消費者志向経営を行うことを自主的に宣言し、宣言に基づき取り組み、その

結果を公表する「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」を引き続き実施していく。
また、消費者志向経営の推進を図るため、「消費者志向経営優良事例表彰」を実施して
いく。【消費者庁】

（ウ） 消費者教育の推進
・消費者教育推進法に基づき、消費者市民社会の形成に向けて、消費者が自らの利益の
擁護及び増進のために自主的かつ合理的に行動できるようにその自立を支援するととも
に、学校、家庭、地域、職域、その他多様な主体の連携を通して、消費者教育の推進を引き
続き支援していく。【消費者庁、文部科学省】
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オ. 法の下の平等（障害者、女性、性的指向・性自認等）
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　日本国憲法は法の下の平等を原則としており、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、
政治的、経済的又は社会的関係において差別されないものと定めており、下記のとおり、各種法令
において差別の禁止が定められている。
　障害者に対しては、我が国は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年
法律第６５号。以下、「障害者差別解消法」という。）」において、行政機関等及び事業者に対し、障害
があることを理由とする不当な差別的取扱いを禁止するとともに、合理的配慮の提供をしなけれ
ばならない旨規定している（事業者の合理的配慮の提供は努力義務）。「障害者の雇用の促進等に
関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下、「障害者雇用促進法」という。）」においては、雇用の分野
における障害があることを理由とした差別の禁止及び合理的配慮の提供を事業主に義務付けている。
　女性に関しては、男女雇用機会均等法において、雇用管理の各ステージにおける労働者に対
する性別を理由とする差別を禁止しているほか、「女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律（平成２７年法律第６４号。以下、「女性活躍推進法」という。）」を通し、職業生活における女性
活躍推進に関する取組を促している。
　さらに、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）」では、男女共同参画社会を実現する
ための柱の一つに、「男女の人権の尊重」を掲げている。また、同法に基づき、男女共同参画基本
計画を策定し、関連の施策を実施してきている。国際的にも、G７や G２０等の各種宣言において、
女性のエンパワーメントの促進を支持するとともに、「国際女性会議 WAW!」を開催するなど、  女性
活躍の更なる推進に向けて取り組んできている。
　また、職場における性的指向・性自認に関する正しい理解を促進するため、性的指向・性自認に
関する企業の取組事例等を調査する事業を実施し、調査結果等をまとめた報告書・事例集を作成・
公表した。
　日本列島北部周辺、とりわけ北海道の先住民族であるアイヌの人々に関しては、「アイヌの人々
の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律（平成３１年法律第１６号）」に
おいて、アイヌであることを理由とする差別等を禁止するなどしている。
　雇用分野では、憲法第２２条は、「何人も、公共の福祉に反しない限り、（中略）職業選択の自由を
有する」旨規定しているほか、「職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）」においては、「何人も、公共の
福祉に反しない限り、職業を自由に選択することができる」、「船員職業安定法（昭和２３年法律第
１３０号）」において、「その能力及びその有する免状若しくは証書、その受けた訓練又はその経験に
よる資格に応じ、適当な船舶における船員の職業を自由に選択することができる」ことが定められ
ており職業選択の自由が保障されている。
　住居及び公衆の使用を目的とする場所又はサービス（ホテル、飲食店、喫茶店、映画館、運送機関
の利用）等の分野では、それぞれ特定の利用者に対する不当な差別的取扱いが禁止されている。
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（今後行っていく具体的な措置）

（ア）  ユニバーサルデザイン・心のバリアフリーの推進
・障害者差別解消法に基づき、各種広報・啓発活動の推進などの取組を進めていく。
  【内閣府】

・交通・観光・流通・外食業界等における全国共通の接遇マニュアル等の策定・普及、
研修の実施等を通じた全国における心のバリアフリーの展開を推進していく。【観光庁】

・交通バリアフリー基準・ガイドラインの改正、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮
した建築設計標準」改正等、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
の一部を改正する法律（令和２年法律第２８号）。」の着実な実施を通じ、全国のバリア
フリー水準の底上げを図っていく。【国土交通省】

・障害の有無に関わらず誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会を実現する
ため、各種人権啓発活動を実施していく。【法務省】

（イ） 障害者雇用の促進
・令和元年の改正障害者雇用促進法において導入した、公務部門に対する措置として、

国及び地方公共団体の機関の任命権者による障害者活躍推進計画の作成・公表義務
等、また、民間の事業主に対する措置として、障害者雇用に関する取組が優良な中小
事業主に対する認定制度及び週所定労働時間が一定の範囲内の短時間労働者を雇用
する事業主に対する特例給付金制度の創設等を通し、障害者の活躍の場の拡大等の
取組を推進していく。【厚生労働省】

・障害者雇用においては、複合的な人権侵害を被りやすい当事者（例えば、障害のある
女性）に配慮をしていく。【厚生労働省】

（ウ） 女性活躍の推進
・女性活躍を通じた経済成長の意義を広く示し、ビジネス上の成果を共有していく。
  【内閣府、外務省、経済産業省】

・男女双方がワーク・ライフ・バランスを実現するため、ケアワークの平等な分担を推進
する。【内閣府、厚生労働省】

（エ） 性的指向・性自認に関する理解・受容の促進
・相手の性的指向・性自認に関する侮辱的な言動等を、職場におけるパワーハラスメント

に該当すると考えられる例として明記する等したパワーハラスメントの防止のための
指針の内容の周知啓発等により、改正労働施策総合推進法の着実な施行を図る。

 【厚生労働省】
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（オ）  雇用の分野における平等な取扱い
・職業紹介、職業指導等については、職業安定法において、「何人も、人種、国籍、信条、

性別、社会的身分・・・等を理由として、職業紹介、職業指導（船員職業安定法におい
ては部員職業補導）等について、差別的取扱を受けることがない」旨規定しており、公共
職業安定所（船員については地方運輸局）は、同機関を通じて求人の申込みを行ってい
る事業所に対し、人種・民族の差別なく就職の機会均等を確保するための指導・啓発
を引き続き実施していく。【厚生労働省、国土交通省】

・公正な採用選考に関する啓発活動として、応募者に広く門戸を開き、職務に対する適性・
能力のみを採用基準にすること等を記載した事業主向け啓発パンフレットを作成し、
ＨＰ上に公表しているほか、ハローワーク等で開催される事業主向けの公正採用選考に
係る研修会にて説明する等の取組を引き続き実施していく。【厚生労働省】

（カ）  公衆の使用を目的とする場所又はサービスにおける平等な取扱い
・特定の人種・民族であること、男性同士・女性同士であることのみを理由として宿泊を

拒否すること等を認めていない「旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）」等に則って引き
続き着実に実施していく。【厚生労働省】

・宿泊料金、飲食料金その他の登録ホテル・旅館において提供するサービスについて、
訪日外国人旅行者又は訪日外国人旅行者とその他顧客との間で不当な差別的取扱い
を禁止する国際観光ホテル整備法施行規則（平成５年運輸省令第３号）を着実に実施
していく。【観光庁】

カ. 外国人材の受入れ・共生
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　近年、日本に在留・就労する外国人は増加しており、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の
実現を図ることにより、日本人と外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現を目指す必要性が
一層高まっている。こうした中、政府は、条約難民や第三国定住難民を含め、在留資格を有する全て
の外国人を孤立させることなく、社会を構成する一員として受け入れていくという視点に立ち、
外国人が日本人と同様に公共サービスを享受し安心して生活することができる環境を全力で整備
していくために、平成３０年１２月に、関係閣僚会議において「外国人材の受入れ・共生のための総合
的対応策 」（以下、「総合的対応策」という。）を決定し、令和元年６月には、「外国人材の受入れ・共生
のための総合的対応策の充実について」  （ 以下、「充実策」という。）を取りまとめた。同年１２月には、
充実策の方向性に沿って、総合的対応策の改訂を行い政府一丸となって関連施策を着実に推進
してきた。
　さらに、令和２年７月には、これまでの関連施策の実施状況も踏まえ、外国人材の受入れ環境整備
を更に充実・推進させる観点から総合的対応策を改訂した。
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（今後行っていく具体的な措置）

（今後行っていく具体的な措置）

共生社会実現に向けた外国人材の受入れ環境整備の充実・推進
・共生社会の実現に向けて、関係者の声を聴きながら、「ビジネスと人権」に資する関連

施策も含め「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和２年度改訂）」に盛り
込まれた生活の様々な場面に関する施策について、引き続き着実に実施・推進し、社会
に発信していく。【内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、公正取引委員会、
総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省】

苦情処理手続を含めた「ビジネスと人権」に関連し得る調達ルールの徹底（障害者優先
調達推進法に基づく取組、女性活躍推進法第２４条に基づく公共調達に関する取組、
暴力団排除に関する取組）
・障害者優先調達推進法の着実な実施を通じ、障害者就労施設で就労する障害者、在宅

就業障害者等の自立の促進を引き続き図っていく。【全府省庁】

ア. 公共調達
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　これまでの取組として、我が国の公共調達手続については、「会計法（昭和２２年法律第３５号）」を
始めとする諸法令の下、国際約束の履行を含めて適正に実施してきている。
　特に、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年
法律第５０号。以下、「障害者優先調達推進法」という。）」、女性活躍推進法、「暴力団員による不当な
行為等の防止に関する法律（平成３年法律第７７号）」、「 国等による環境物品等の調達の推進等に
関する法律（平成１２年法律第１００号。以下、「グリーン購入法」という。）」に基づき、企業に対し、
人権・環境尊重に係る意識の向上を促してきている。
　また、令和元年の「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）」の改正に
より、発注者の責務として、適正な工期設定や施工時期の平準化等が規定されるとともに、公共工
事に関する調査等についても、広く本法律の対象として位置付けられた。さらに、同年に「建設業法

（昭和２４年法律第１００号）」及び「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成
１２年法律第１２７号）」があわせて改正され、長時間労働の是正（工期の適正化等）や現場の処遇改
善等、建設業における働き方改革が進められている。

人権を保護する国家の義務に関する取組
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イ. 開発協力・開発金融
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　２０１５年に閣議決定された「開発協力大綱」では、開発協力の基本方針の一つとして基本的人権を
含め人間の安全保障の推進を掲げている。また、開発協力の適正性を確保すべく被援助国の基本
的人権の保障を巡る状況に十分注意を払うことを定めており、その適切な運用に努めてきている。
開発協力事業を実施する際には、国際人権諸条約を始めとする国際的に確立した人権基準を尊重
するとともに、女性、先住民族、障害者、マイノリティ等の社会的に脆弱な立場にある者の人権に
ついて、これまでも特に配慮してきているが、更なる取組に努める。
　ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣ、及びＮＥＸＩは、環境社会配慮のためのガイドラインを導入している。また、必要な
情報開示、及び関連する苦情処理手続を導入し、その事業の人権、環境及び社会への影響に配慮
してきている。契約要件として、ＪＩＣＡの有償及び無償資金協力事業において使用されているそれ
ぞれの標準入札図書においては、人権尊重も含まれる当該国の労働関連法令遵守を契約条項とし
て明記するなど、取り組んでいる。
　ＪＢＩＣでは「環境社会確認のためのＪＢＩＣガイドライン」において、対象プロジェクトに求める環境
社会配慮として、人間の健康と安全への影響及び自然環境への影響だけでなく、人権の尊重を含む
社会的関心事項等についてもそのスコープとしていることに加え、ＪＢＩＣとして借入人等が環境社
会配慮を確実に実施するために必要と考える場合には融資契約等を通じた働きかけ等の取組を
行っている。
　また、国連安全保障理事会決議第１３２５号及び関連決議を履行するために策定した「女性・平和・
安全保障に関する行動計画」においても、平和・安全保障分野、人道支援、復興の全ての活動におけ
る女性の参画、エンパワーメント、女性のニーズを踏まえた対応、ジェンダー平等促進、女性の人権
保護の要素が含まれている。

・「公共事業等からの暴力団排除の取組について」（平成２１年１２月４日付け暴力団取
締り等総合対策ワーキングチーム申合せ）等に基づき、公共事業等からの暴力団排除の
取組を引き続き推進していく。【全府省庁】

・｢女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針｣（平成２８年
３月２２日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）等に基づき、国や独立行政法人等
が価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画競争方式）を行う際に、
女性活躍推進法に基づく認定等を取得したワーク・ライフ・バランス等推進企業を
引き続き加点評価していく。【内閣府】

・公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法、公共工事の入札及び契約の適正
化の促進に関する法律及びこれらに基づく指針等の趣旨の浸透に向けて、建設業の
働き方改革等を引き続き推進していく。【国土交通省】
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（今後行っていく具体的な措置）

開発協力・開発金融分野における環境社会配慮に係る取組の効果的な実施
・ＪＩＣＡでは、「環境社会配慮ガイドライン」を定め、相手国等の法令や基準等を遵守する

のみならず、世界銀行のセーフガードポリシー等と大きな乖離がないことを確認し、
協力事業の実施に当たり国際的に確立した人権基準の尊重及び環境社会配慮を継続
していく。特に、協力事業に対し社会的に適切な方法で合意が得られるよう、情報を
公開した上で地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を行い、また、その際は
社会的弱者について適切な配慮がなされるよう引き続き留意する。【外務省】

・ＪＢＩＣでは、「環境社会配慮確認のためのＪＢＩＣガイドライン」を、環境社会配慮全般及び
人権に関する国際的な枠組みの中での議論、並びに公的輸出信用政策と環境保護政策
との一貫性を求める「公的輸出信用と環境社会デュー・ディリジェンスに関するコモン
アプローチ」等のＯＥＣＤでの議論等を踏まえて策定した。上記ＪＢＩＣガイドラインの
見直しは、上記議論等の進展を勘案しつつ、我が国政府、開発途上国政府等、我が国の
法人等、専門家、ＮＧＯ等の意見を聞きながら、透明性を確保して行っていく。【財務省】

・ＮＥＸＩでは、２０１５年の「貿易保険における環境社会配慮のためのガイドライン」改訂に
際しては、検討すべき環境社会配慮の範囲に人権の尊重を含むことを明確化したこと
を踏まえ、引き続きガイドラインに基づき適切な環境社会配慮確認に努め、必要がある
場合にはガイドラインの見直しを行っていく。【経済産業省】

・調達要件、審査や選定、契約条件等、調達における一連の流れにおいて、引き続き、人権
尊重への取組を推進していく。【外務省、財務省】

・ジェンダーの視点からは、「女性・平和・安全保障に関する行動計画」において、特に
開発協力分野も含めた「Ⅳ人道・復興支援」の取組が「ビジネスと人権」の文脈に該当
する。我が国の支援の実施においてＪＩＣＡ事業や国連機関等の事業で企業と連携を
する場合に、引き続き、ジェンダーの視点を盛り込んでいく。【外務省】

ウ. 国際場裡における「ビジネスと人権」の推進・拡大
（ 既存の制度・これまでの取組）
　我が国は、普遍的価値である基本的人権を保護・促進することを基本とし、国際人権諸条約の国
内的な実施に取り組んできた。国連人権理事会及び国際人権諸条約機関の活動・議論に積極的に
参加し、国連人権メカニズムを始めとした国際社会における人権の保護・促進にも貢献するとともに、
幾つかの国とは人権対話も実施してきている。
　企業活動に直接関わる分野においては、我が国が署名、締結した一部の経済連携協定及び投資
協定では、世界貿易機関（ＷＴＯ）等の貿易ルールと整合的な形で、労働、環境等の社会課題に関する
条文を取り入れ、適切な労働基準・条件の確保や環境保護といった価値を尊重すべきことにつ
いて、締約国間の共通の理解を促進してきた。例えば、環太平洋パートナーシップに関する包括的
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及び先進的な協定（ＴＰＰ１１協定）では独立の「労働」章、「環境」章や女性参加に関する規定を、
また、日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）では「貿易及び持続可能な開発」章を設けている。また、日ＥＵ・
EPAでは、市民社会との共同対話を開催すること等を定め、貿易と持続可能な開発、環境、労働と
いったテーマについての意見交換を通じ、市民社会が一定の役割を果たすことを定めている。

（今後行っていく具体的な措置）

（ア） 人権理事会等の国連人権メカニズムにおける議論を通じた国際社会における
「指導原則」の履行促進への努力【外務省】

（イ） 諸外国との人権対話を通じた「ビジネスと人権」に係る取組の推進【外務省】

（ウ ） ＯＥＣＤ、世界銀行等の国際機関等のフォーラムにおける経済活動と社会課題の
      関係に関する議論に対する引き続きの貢献【外務省、財務省、経済産業省】

（エ ） 産業界のみならず、労働者等の幅広い層の人々が恩恵を受ける経済連携協定及び
　 　投資協定の締結への継続的な努力【外務省、財務省、農林水産省、経済産業省】

（オ）　日ＥＵ・ＥＰＡに基づく、市民社会との共同対話を今後も定期的に実施（２０２０年
１月に第１回会合を開催）　【外務省】

エ. 人権教育・啓発
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　我が国では、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成１２年法律第１４７号）」に基づき、

「人権教育・啓発に関する基本計画」を定め、様々な形で人権教育・啓発に取り組んできた。特に、
中小企業向けの人権教育・啓発セミナー等も全国各地で行い、企業向けに広く「ビジネスと人権」
に関する啓発を行ってきた。
　企業の行動を促す上では、さらに、広く社会に「ビジネスと人権」に対する理解を定着させること
も重要であり、その点につき、市民社会や法曹界等が重要な役割を果たしてきている。
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（今後行っていく具体的な措置）

（ア）  公務員に対する「ビジネスと人権」に関する周知・研修
・関係府省庁において実施する職員向け講義にて、「ビジネスと人権」の分野の取扱いを

検討していく。【全府省庁】

・公務員を対象とする人権に関する研修会等において、「ビジネスと人権」を含む各種人権
課題に関して周知していく。【法務省】

（イ）「 人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、人権教育・啓発を実施
・「ビジネスと人権」における各種人権課題を認識しつつ、「人権教育・啓発に関する基本

計画」に基づく人権教育・啓発活動を引き続き実施していく。【法務省、文部科学省、
関係府省庁】

・企業向け人権研修への講師派遣や人権啓発冊子・ビデオの配布・貸出し等の人権啓発
活動を実施していく。【法務省】

（ウ） 民間企業と連携・協力した人権啓発活動の更なる実施等
・人権教育啓発推進センターの活用や民間企業と連携・協力した人権教室等の人権啓発

活動の更なる実施を推進していく。【法務省】

（エ）  中小企業向けの人権・啓発セミナーの継続
・「人権啓発支援事業」として、企業に対する人権教育・啓発セミナーを、中小企業等を

対象に引き続き実施していく。【経済産業省】

（オ） 人権の尊重を含む社会的課題に取り組む企業を表彰
・企業が、社会的課題に取り組む責任を有するとともに貢献可能であることを広く社会が

認知することが重要という観点から、人権の尊重を含む社会的課題に取り組む企業を
表彰する。【消費者庁、法務省、関係府省庁】

（カ） 教育機関等関連機関に対する、行動計画等の周知
・人権尊重の意識を高める教育について、学校教育においては、持続可能な社会の創り

手の育成も目指している新学習指導要領の趣旨も踏まえつつ、地域の実情や発達段階に
応じながら学校教育活動全体を通じて、また、社会教育においては、地域の実情に応じ、
地域の学習の拠点である公民館等の社会教育施設において、それぞれ行われており、
引き続きそれらの取組を推進する。【文部科学省】

（キ） 行動計画の周知や「ビジネスと人権」に関する啓発における国際機関との協力
・国際機関と協力しつつ､本行動計画等の周知・普及啓発を実施していくことにより、

社会全体としての人権に関する理解促進・意識向上を図っていく。【外務省、厚生労
働省、経済産業省】
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ア. 国内外のサプライチェーンにおける取組及び「指導原則」に基づく人権デュー・ディリ
ジェンスの促進

（ 既存の制度・これまでの取組）
　責任ある企業行動に対する関心の高まりの中で、日本も参加する「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」
では、２０１１年の改訂に際して、企業の人権尊重責任に関する章を新設している。また、ＯＥＣＤは、
デュー・ディリジェンスの実施に関し、鉱物、農業、衣料等の産業分野別にガイダンスも作成して
いる。２０１８年には、分野を問わずに企業が利用できる実用的なツールとして「責任ある企業行動の
ためのＯＥＣＤデュー・ディリジェンス・ガイダンス」を公表した。日本政府は、企業に対し、同行動
指針及びガイダンスの普及活動を行ってきている。
　また、ＩＬＯにより、人権デュー・ディリジェンスを相互補完する取組として、サプライチェーンを
通じたディーセント・ワークの実現に向けた指針である「ＩＬＯ多国籍企業宣言」を踏まえた企業と
ステークホルダーとの対話・協働が推進されている中、政府は同宣言の周知を行ってきている。
　我が国においては、「スチュワードシップ・コード」や「コーポレートガバナンス・コード」において、
ＥＳＧ要素を含むサステナビリティに関する取組を促す観点から、投資先企業の状況の把握や企業
による情報開示について言及されている。さらに、本年３月に再改訂された「スチュワードシップ・
コード」においても、機関投資家と企業間の対話において、サステナビリティを考慮することについ
ても盛り込まれている。また、企業による自主的・自発的なＥＳＧ／非財務情報に関する対話・開示
の手引きとして「価値協創ガイダンス」が公表されている。
　また、女性活躍推進法に基づき、常時雇用する労働者数が３０１人以上の事業主は、（１）自社の
女性の活躍に関する状況把握・課題分析、（２）状況把握・課題分析を踏まえた数値目標と取組を
盛り込んだ行動計画の策定・届出・周知・公表、（３）自社の女性の活躍に関する情報の公表を行う
ことが義務付けられている。２０１９年５月の女性活躍推進法の一部改正により、これらの取組が
強化された。
　環境面では、環境報告ガイドラインの策定を通じて企業の取組を促進してきている。令和２年
８月には、環境報告ガイドラインの記載事項である、リスクマネジメントやバリューチェーンマネ
ジメントに関連して環境デュー・ディリジェンスを行う場合の留意点等を含んだ手引書「バリュー
チェーンにおける環境デュー・ディリジェンス入門～OECD ガイダンスを参考に～」を発行した。
同手引書では、環境問題への対応には人権と不可分なものもあると考えられるとし、責任ある企業
行動の一環として、あるいは、人権と不可分なものとして、環境デュー・ディリジェンスが求められる
動きがあることを説明している。
　普及・支援活動では、企業向けに、（独）日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）アジア経済研究所や（一財）
企業活力研究所といった関係機関による調査研究を実施し、その成果を発表してきている。
　海外に展開する日本企業に対しては、企業への海外展開支援の強化のため、在外公館に日本
企業支援窓口（日本企業支援担当官）を設置し、現地で活動する日本企業の支援を実施してきている。
　国際機関では、ＩＬＯは、「ＩＬＯビジネスのためのヘルプデスク」を通じ、企業の労使双方に、国際
労働基準により良く整合した事業展開や、良好な労使関係を築くための情報を提供している。
　上記取組に加え、採取産業透明性イニシアティブやＩＵＵ( 違法・無報告・無規制 ) 漁業対策等の
国際的な取組が行われ、日本も積極的に貢献してきている。

人権を尊重する企業の責任を促すための政府による取組（3）
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（今後行っていく具体的な措置 ）

（ア）  業界団体等を通じた、企業に対する行動計画の周知、人権デュー・ディリジェンス
       に関する啓発
・業界団体等を通じた、企業等への本行動計画の周知・サプライチェーンにおけるもの

を含む人権デュー・ディリジェンスに関する啓発を実施していくことにより、責任ある
企業行動の促進を図っていく。【全府省庁】

（イ）「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」の周知の継続
・企業の責任ある行動を促進するため、関係機関と協力しつつ、「ＯＥＣＤ多国籍企業行

動指針」の周知を継続する。【外務省、厚生労働省、経済産業省】

（ウ）「ＩＬＯ宣言」及び「ＩＬＯ多国籍企業宣言」の周知
・ 関係府省庁等のウェブサイト等において、関係機関と協力しつつ、周知を継続する。

【厚生労働省】

（エ）  在外公館や政府関係機関の現地事務所等における海外進出日本企業に対する、
      行動計画の周知や人権デュー・ディリジェンスに関する啓発
・現地関係機関・団体等との協力も視野に、在外公館において、行動計画の周知や人権

デュー・ディリジェンスの啓発を図っていく。その際、女性や子どもを始めとする社会
的弱者を含むサプライチェーンにおける労働者の人権保護の課題に十分留意する。

【外務省､財務省､経済産業省】

（オ）「価値協創ガイダンス」の普及
・投資家と企業経営者のＥＳＧ / 非財務情報に関する対話・開示の手引きであり、企業の

自主的・自発的な取組の「指針」として活用できる「価値協創ガイダンス」の普及に引き
続き努める。【経済産業省】

（カ）女性活躍推進法の着実な実施
・２０１９年通常国会で可決・成立した改正法では、行動計画の策定及び情報公表の義務

対象を常時雇用する労働者１０１人以上の事業主まで拡大し、３０１人以上の事業主に
対しては情報公表の強化を行った。（２０２０年６月１日施行。対象拡大は２０２２年４月１日
施行。）今後、改正法の円滑な施行に向けて、改正内容の周知徹底や中小企業に対する
行動計画の策定支援等を行っていく。【厚生労働省】

（キ）  環境報告ガイドラインに即した情報開示の促進
・ 令和２年８月に発行した環境デュー・ディリジェンスに関する手引書の普及等を通じて、

環境デュー・ディリジェンスの理解、情報開示の促進に努める。【環境省】
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（今後行っていく具体的な措置 ）

（ア）「ビジネスと人権」に関するポータルサイト構築を通じた中小企業への情報提供
・ 「ビジネスと人権」に関する情報を一元化したポータルサイトを整備し、中小企業に対し、
「ビジネスと人権」に関する取組を促していく。【外務省】

（イ） 経済団体・市民社会等と協力して、中小企業を対象としたセミナーを実施
・ 「人権啓発支援事業」として、企業に対する人権教育・啓発セミナーを、中小企業等を

対象に引き続き実施し、人権デュー・ディリジェンスについても理解を高めていく。
【経済産業省】

（ウ） 取引条件・取引慣行改善に係る施策
・ 本来、親事業者が負担すべき費用等を下請事業者に押しつけることがないよう、取引

条件・取引慣行改善に引き続き取り組む。【経済産業省】

（ク） 海外における国際機関の活動への支援
・ ＩＬＯへの拠出を通じ、サプライチェーン末端の労働者のディーセント・ワークの促進等

の取組及び好事例の普及を引き続き支援する。【厚生労働省、関係府省庁】

イ . 中小企業における「ビジネスと人権」への取組に対する支援
（ 既存の制度・これまでの取組 ）
　中小企業は、雇用の大部分を支え、社会の主役として地域社会と住民生活に貢献するとともに、
サプライチェーンを担うなど、日本経済において重要な役割を担っている。中小企業の中には、規模、
業種、業態等において多様な企業が存在しており、こうした中小企業の声も聞きながら、「ビジネス
と人権」に関する取組を行っていく。また、政府として、中小企業での理解・実行を広げていくため
に啓発を実施するとともに、中小企業が置かれた取引上の立場にも配慮することが必要である。
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司法的救済及び非司法的救済
（ 既存の制度・これまでの取組）
　企業による人権侵害に対する救済措置としては、「刑法（明治４０年法律第４５号）」及び「民法

（明 治２９年法律第８９号）」を始め、「製造物責任法（平成６年法律第８５号）」、「労働審判法（平成
１６年法律第４５号）」等関連する法令に基づき、刑事責任の追及、損害賠償請求や、行政措置等に
よりアカウンタビリティの確保及び救済が図られる。
　こうした救済へのアクセスに関連して、日本司法支援センター ( 法テラス ) では、資力の乏しい
国民や我が国に住所を有し適法に在留する外国人に対し、無料法律相談等の支援を実施し、司法的
救済へのアクセス確保に努力してきている。
　非司法的救済では、個別法令に基づく相談窓口（労働者、障害者、消費者等）や、ＪＢＩＣガイドラ
イン、及びＪＩＣＡ環境社会配慮ガイドライン、ＮＥＸＩ環境社会配慮のためのガイドラインに基づく異議
申立手続や国際的枠組みに基づく「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」に係る日本ＮＣＰを設置している。
　また、「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１号）」に基づき、
民間紛争解決手続（民間事業者が行う調停、あっせん等）の業務に関し認証を行い、また、その利用
に関して、所定の要件の下に、時効の完成猶予、訴訟手続の中止等に係る特例を定めて､その利便
性の向上を図っている。さらに、法務局・地方法務局等における人権相談及び調査救済手続を実施
してきている。
　また、個別法令に基づく対応として、労働者、障害者等の分野で枠組みが設けられている。
　さらに、「消費者安全法（平成２１年法律第５０号）」に基づき、苦情相談や苦情処理のためのあっせん
等を実施してきている。

救済へのアクセスに関する取組

（今後行っていく具体的な措置 ）

（ア） 　民事裁判手続のＩＴ化 
・訴状等のオンライン提出、訴訟記録の電子化、関係者の現実の出頭を要しないウェブ会

議等を利用した争点整理や証拠調べ等の実現を図り、国民の司法アクセスが向上する
よう、法制審議会における調査審議を踏まえ、民事訴訟法等の改正を行う。【法務省】

（イ）　警察官、検察官等に対する人権研修 2

・警察学校において、新たに採用された警察職員や昇任する警察職員に対して、人権の国際
的潮流等を含めた各種人権課題についての教育を引き続き実施していく。【警察庁】

2 なお、裁判所においても、裁判官の研修を担当する司法研修所において、人権諸条約や国際人権法を含む各種人権に関する研修を
　行っている。
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・検察官に対し、その経験年数等に応じて行う各種研修において、人権諸条約や犯罪被害
者等をテーマとした講義を実施するなど、広く人権に関する理解の増進に引き続き
努めていく。【法務省】

・出入国在留管理庁関係職員を対象に、在職年数に応じて実施している研修において、
人権関係法規、人権擁護の現状及び人身取引関係の講義等を引き続き実施していく。
また、業務の中核となり、実務に携わる職員等を対象とした研修において、人権に関
する諸条約、人身取引対策等について講義を実施する等し、人権問題に関する知識を
深め、適切な業務処理に資する人材を育成することに引き続き努めていく。【法務省】

・任官後５年目程度の労働基準監督官を対象とし、毎年実施される研修において、人身
取引をテーマとして取り扱う講義を行っており、人身取引対策の推進における労働基準
監督機関の役割などについて理解を引き続き促していく。【厚生労働省】

（ウ）「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」に基づく日本ＮＣＰの活動の周知とその運用改善
・「ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針」に基づき、担当３省間の連携強化・円滑化に努めながら､

日本ＮＣＰとして適切な機能を果たす。具体的には、公平性と中立性の確保に努めつつ、
手続の透明化を進め、引き続き広報活動を行う。その際、サプライチェーンにおける
人権尊重やジェンダーの視点にも留意することとする。政労使で構成される日本ＮＣＰ
委員会と協力し、要すれば適宜有識者からの助言を求めていく。【外務省、厚生労働省、
経済産業省】

（エ） 人権相談（みんなの人権 110 番等）の継続
・外国人のための人権相談所等では、１０か国語での外国語による人権相談に対応している。

さらに、子どもや女性の人権問題に関しては、専用の相談電話を設置している。【法務省】

（オ） 人権侵害の予防及び被害の救済
・人権相談等を通じて人権侵害の疑いのある事案を認知した場合には、所要の調査を行い、

関係機関の連携を図りつつ、事案に応じた適切な措置を講ずることによって、被害の救済
及び予防を図る。【法務省】

（カ） 個別法令等に基づく対応の継続・強化（労働者、障害者、外国人技能実習生を含む
 　　外国人労働者、通報者保護）
・技能実習法に基づき、出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣への申告のほか、外国人

技能実習機構による技能実習生に対する母国語での相談対応及び人権侵害発生時等、技能
実習の実施が困難となった際の転籍支援を引き続き実施していく。【法務省、厚生労働省】

・我が国では、通報者の保護に関し、一定の要件を満たして通報を行った通報者の保護を
図るとともに、国民の生命、身体、財産の保護に係る法令の遵守を図ることを目的とする

第 2 章 行動計画
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「公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）」を制定している。G２０大阪サミット首脳
宣言及び「G２０効果的な公益通報者保護のためのハイレベル原則」も踏まえ、事業者及び
行政機関（地方公共団体を含む）における通報・相談窓口設置の促進を引き続き図って
いく。【消費者庁】

（キ）裁判外紛争解決手続の利用促進
・企業活動がもたらす課題や人権侵害に関する救済へのアクセス改善に資するものとして、
「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づく認証紛争解決手続や【法務
省】、その他の様々なステークホルダーが提供する取組について、その利用促進を図る
ため、周知等の支援を行う。【全府省庁】

（ク） 開発協力・開発金融における相談窓口の継続
・ＪＩＣＡは、 環境社会配慮ガイドラインの遵守を確保するために、 被影響住民がガイドライン

の不遵守に関する異議申立を行うことができる制度を設けており、引き続き提供していく。
異議申立が行われた場合には、事業担当部署等から独立した異議申立審査役がガイドライ
ンの遵守・不遵守に関する事実を調査するとともに紛争解決に向けた当事者間の対話を
促進し、その結果を直接ＪＩＣＡ理事長に報告するとともにＪＩＣＡのウェブサイトで公開して
いく。【外務省】

・ＪＢＩＣは、環境ガイドライン遵守を確保するため、環境ガイドライン不遵守に関する異議
申立の手続を設けており、引き続き提供していく。当該異議申立は、プロジェクトの被害
を受け得る当該国の住民により行うことが可能とされており、投融資担当部署から独立し
た環境ガイドライン担当審査役により判断され、その結果は公開されることになっている。

【財務省】

・ＪＩＣＡ、及びＪＢＩＣにおいて、今後も運用の改善等を通じて、実効性の向上に努めていく。
【外務省、財務省】
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（今後行っていく具体的な措置）

途上国における法制度整備支援
・ＯＤＡを活用し、関係府省庁とも協力しつつ､法の支配の下における人権の保障と自由

な経済活動の基礎となる法令の起草・改正、法運用組織の機能強化と実務改善、法曹
人材育成、司法アクセスの向上等に関する支援を実施する（ＪＩＣＡによる専門家派遣、
研修、セミナー等）。【外務省、法務省】 

質の高いインフラの推進（質の高いインフラ投資に関するＧ２０原則）
・Ｇ２０大阪サミットで承認された「質の高いインフラ投資に関するＧ２０原則」では、
「 原 則５：インフラ投資への社会配慮の統合」において、あらゆる人々の経済参加や
社会包摂を可能にし、女性や児童等脆弱な状況にある人々の人権やニーズを尊重すべ
きことが定められている。日本はＧ２０原則の普及・定着を積極的に訴え、国際社会の
議論をリードしており、今後も同原則を推進することで「ビジネスと人権」が想定する
諸課題の解決に寄与していく。【外務省】

　「指導原則」の３つの柱に沿った取組に加え、政府は以下のような取組を通じて、「ビジネスと
人権」が想定する諸課題への対応に貢献している。

その他の取組（5）
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第 3 章 政府から企業への期待表明

本行動計画では、政府が関係者の理解と協力の下に行う取組について記載したが、国内外におい
て責任ある企業活動を推進していく上で、企業からの理解と協力を得ることは、特に重要と考え
ているところ、本項に企業への期待を表明する。

政府は、その規模、業種等にかかわらず、日本企業が、国際的に認められた人権及び「ＩＬＯ宣言」に述べ
られている基本的権利に関する原則を尊重し、「指導原則」その他の関連する国際的なスタンダードを
踏まえ、人権デュー・ディリジェンスのプロセスを導入すること、また、サプライチェーンにおけるもの
を含むステークホルダーとの対話を行うことを期待する。さらに、日本企業が効果的な苦情処理の仕組
みを通じて、問題解決を図ることを期待する。3 

1

2

3 例えば 、「 指 導 原 則 」にお い ては、（１）人 権を尊 重 する責 任を果 たすという企 業 方 針によるコミットメント、（２）人 権 へ の 影 響を
特 定し、予防し、軽減し、対処方法を説明するための人権デュー・ディリジェンス手続、（３）企業が惹起し、又は寄与したあらゆる
人権への悪影響からの救済を可能とする手続を設置するよう、企業に求めている。また、ＯＥＣＤのデュー・ディリジェンス・ガイ
ダンスでは、デュー・ディリジェンスを、「自らの事業、サプライチェーンおよびその他のビジネス上の関係における、実際のおよび
潜 在 的 な 負 の 影 響 を 企 業 が 特 定し、防 止し軽 減 するとともに、これら負 の 影 響 へどのように対 処 するかにつ い て 説 明 責 任 を
果 たすために企 業 が 実 施すべきプロセス」としている。ＩＬＯ多 国 籍 企 業 宣 言では、「 国 際 的に認められた人 権に関 連する実 際 の
及び潜在的な悪影響を特定、予防、緩和するとともに、自社がこれにどのように対処するかについて責任を持つため、詳細な調査

（デュー・ディリジェンス）を実 施 」するよう、多 国 籍 企 業を含 む 企 業に求めている。経 団 連では、「 企 業 行 動 憲 章 実 行 の 手 引き」
において、企業に対し、「人権を尊重する方針を明確にし、事業活動に反映する」具体例を提示している。

（参考）　「 指導原則」によると、企業は、人権を尊重する責任を果たすため、次のような企業方針と
 　　　手続きを持つべきとされている。

　企業は、人権を尊重する責任を果たすというコミットメントを企業方針として
発信することを求められている。

　企業は、人権への影響を特定し、予防し、軽減し、そしてどのように対処するか
について説明するために、人権への悪影響の評価、調査結果への対処、対応の
追跡調査、対処方法に関する情報発信を実施することを求められている。
この一連の流れのことを「人権デュー・ディリジェンス」と呼んでいる。

　人権への悪影響を引き起こしたり、又は助長を確認した場合、企業は正当な
手続を通じた救済を提供する、又はそれに協力することを求められている。

人権方針の策定

人権デュー・ディリジェンスの実施

救済メカニズムの構築

1 

2 

3 指導原則 22

指導原則 16

指導原則 17～21

Policy 
Commitment

Remediation

Human Rights
Due Diligence
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第 4 章 行動計画の実施・見直しに関する枠組み

行動計画の期間は令和２年度（２０２０年度）から令和７年度（２０２５年度）までの５年間とする。

関係府省庁連絡会議を設け、各府省庁は関連する施策を実施する。

行動計画の実施状況を、毎年、関係府省庁連絡会議において確認する。実施状況の確認に当たっては、
関係府省庁における既存の評価指標の活用も含め、可能な限り、客観的な指標を用いるように努める。
また、行動計画に記載の施策に加え、新たな施策がある場合にはそれらも含める。

関係府省庁連絡会議は、初年度においては、特に、以下の点について議論を行う。このため、関係府省
庁連絡会議は、行動計画策定後速やかに作業を開始する。

 　 実効的かつ持続可能なフォローアップのための作業方法を検討する（評価指標として何が適当であ
るかの議論を含む。）。

    行動計画の実施、特に、第２章２．（３）に言及される企業に対する行動計画の周知・啓発及び情報提
供が、第３章において期待表明がなされているように、企業における人権デュー・ディリジェンスの
導入に実際につながるよう、企業としていかなる情報（例：成功事例や問題事例、必要な作業項目
等）を望んでいるかについて、企業団体等と協力して検討する。

    行動計画策定・実施の結果として、企業における人権デュー・ディリジェンスがどの程度推進され
たかを確認できるよう、企業への聴取を企業団体等と協力して実施することを検討する。

行動計画公表から３年後を目処に、関係府省庁連絡会議において、関連する国際的な動向及び日本
企業の取組状況について、意見交換を行う。

行動計画公表から５年後の改定に向けて、公表４年後を目処に、関係府省庁連絡会議において、ステー
クホルダーの意見も踏まえ、行動計画の改定作業に着手する。

上記の取組を進めるに際し、行動計画策定後速やかに、関係府省庁とステークホルダーとの間の信頼
関係に基づく継続的な対話（行動計画の実施状況の確認の機会を含む）を行うための仕組みを立ち
上げる。関係府省庁とステークホルダーとの意見交換の概要は公表される。

1

2

3

4

（1）

（2）

（3）

5

6

7
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別 添 1 「ビジネスと人権に関する行動計画に係る諮問委員会」構成員
「ビジネスと人権に関する行動計画に係る作業部会」構成員

1

2

相原 康伸

荒井 勝

有馬 利男

大村 恵実

河野 康子

高﨑 真一

（田口 晶子

濵本 正太郎

二宮 雅也

若林 秀樹

内閣官房

内閣府

警察庁

金融庁

消費者庁

総務省

法務省

外務省

「ビジネスと人権に関する行動計画に係る諮問委員会」構成員

「ビジネスと人権に関する行動計画に係る作業部会」構成員

日本労働組合総連合会事務局長

ＮＰＯ法人日本サステナブル投資フォーラム（ＪＳＩＦ）会長
Ｆｅｄｅｒａｔｅｄ　Ｈｅｒｍｅｓ　ＥＯＳ上級顧問

一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン代表理事

日本弁護士連合会　前国際人権問題委員会委員長

一般財団法人日本消費者協会理事

国際労働機関（ＩＬＯ）駐日代表

前ＩＬＯ駐日代表（２０１９年度構成員））

京都大学大学院法学研究科教授

一般社団法人日本経済団体連合会企業行動・ＳＤＧｓ委員長
損害保険ジャパン株式会社取締役会長

ビジネスと人権ＮＡＰ市民社会プラットフォーム代表幹事

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会
推進本部事務局参事官補佐

大臣官房企画調整課長 / テーマ別担当課室長

長官官房参事官（国際・サイバー・セキュリティ対策調整担当）

総合政策局総務課長

消費者政策課国際・研究室長

大臣官房総務課参事官

大臣官房国際課長

総合外交政策局人権人道課長
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財務省

文部科学省

スポーツ庁

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

国土交通省

環境省

防衛省

氏家 啓一

片山 銘人

斉藤 一隆

銭谷 美幸

髙橋 大祐

田中 竜介

長谷川 知子

松岡 秀紀

【 オブザーバー 】
荒田 有紀

大臣官房総合政策課政策推進室長

大臣官房国際課長

国際課長

大臣官房国際課長

大臣官房参事官（国際機構グループ長）

通商政策局国際経済課長

総合政策局国際政策課長

大臣官房参事官（グローバル戦略）

地球環境局国際連携課長

防衛装備庁調達管理部調達企画課長

一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン事務局次長

日本労働組合総連合会総合国際政策局国際政策局長

中小企業家同友会全国協議会事務局長

第一生命ホールディングス株式会社経営企画ユニットフェロー　
第一生命保険株式会社運用企画部フェロー
エグゼクティブ・サステナブルファイナンス・スペシャリスト

日本弁護士連合会弁護士業務改革委員会幹事（第一東京弁護士会所属弁護士）

国際労働機関（ＩＬＯ）駐日事務所プログラムオフィサー

一般社団法人日本経済団体連合会常務理事・ＳＤＧｓ本部長

ビジネスと人権ＮＡＰ市民社会プラットフォーム副代表幹事

公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会持続可能性部長

「ビジネスと人権に関する行動計画に係る諮問委員会」構成員
「ビジネスと人権に関する行動計画に係る作業部会」構成員別 添 1
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別 添 2 参考資料

1

2

国際文書

G７・G２０首脳宣言

■「ビジネスと人権に関する指導原則：国連 「保護、尊重及び救済」 枠組みの実施」（仮訳）」（２０１１年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000062491.pdf

■「OECD 多国籍企業行動指針 （仮訳）」（２０１１年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/pdfs/takoku_ho.pdf

■「労働における基本的原則及び権利に関するＩＬＯ宣言 」  （１９９８年）

　  https://www.ilo.org/tokyo/about-ilo/WCMS_246572/lang--ja/index.htm

■「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言（日本語版）（第５版）」（２０１７年）

　   https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/　
　  documents/publication/wcms_577671.pdf

■｢持続可能な開発のための２０３０アジェンダ （仮訳）｣（２０１５年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf

■「国連グローバル・コンパクト」（２０００年）

　  http://ungcjn.org/gc/principles/index.html

■「子どもの権利とビジネス原則」（２０１２年）

　  https://www.unicef.or.jp/csr/pdf/csr.pdf

■「G７エルマウ・サミット首脳宣言 （仮訳）」（２０１５年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page4_001244.html

■「G２０ハンブルク・サミット首脳宣言（仮訳）」（２０１７年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000271331.pdf
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3 国内政策文書

■「未来投資戦略２０１８ 「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」｢データ駆動型社会 」 への変革 ｣（２０１8年）

　  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2018_zentai.pdf

■「ＳＤＧｓ実施指針改定版 」（２０１９年）

　  https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/advocacy.pdf

外務省ホームページ　「ビジネスと人権」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/hr_ha/page22_001608.html#section5
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Chapter 1. Towards the Formulation of the National 
Action Plan (NAP) (Background and Working Process) 

1 Introduction: Increasing International Attention to Business 
and Human Rights and the Need for NAPs

With the increasing recognition of the importance of international roles of businesses in economic 
development, the impact of business activities on society has been attracting growing interest. This has 
led to a demand for business enterprises to engage in responsible conduct. International instruments 
considering business activities were also developed as exemplified by: the Organisation for Economic 
Co-operation and Development (OECD) Guidelines for Multinational Enterprises adopted in 1976, which 
are  recommendations to multinational enterprises operating in or from its adhering countries, requesting 
enterprises to voluntarily engage in expected responsible business conduct; and the International Labour 
Organization (ILO) Tripartite Declaration of Principles concerning Multinational Enterprises and Social Policy 
(the ILO MNE Declaration) issued in 1977, which provides direct guidance to business enterprises on social 
policy and inclusive, responsible, and sustainable workplace practices.

As the impact of business activities on human rights became recognized as part of their impact on society, 
attention given to respecting human rights in business activities further increased. In 1999, the UN Global 
Compact was launched as a voluntary initiative to realize sustainable growth through the actions of business 
enterprises and organizations as forces for good in society. The UN Global Compact called on business 
enterprises to follow ten universal principles in four areas, of which two areas (encompassing six principles) 
include human rights and labour.1  In 2005, Professor John Ruggie of the Kennedy School at Harvard 
University was appointed as the UN Special Representative of the Secretary-General on human rights and 
transnational corporations and other business enterprises at the 69th session of the UN Commission on 
Human Rights. In 2008, Professor Ruggie then presented the “Protect, Respect and Remedy” Framework 
(UN Framework) at the 8th session of the Human Rights Council (HRC). The UN Framework categorizes 
relations between enterprises and human rights into three pillars: (1) the State duty to protect against human 
rights abuses by third parties, including business (2) the corporate responsibility to respect human rights, 
and (3) access to remedy. While the UN Framework clarifies the State duty and the corporate responsibility 
that relate to the impacts on human rights of business activities, it also places emphasis on the need for 
mechanisms enabling access to effective remedies, and lists specific areas and cases in which the relevant 
actors are expected to undertake their duty or responsibility. For the implementation of the UN Framework, 
Professor Ruggie drafted the Guiding Principles on Business and Human Rights for Implementing the UN 
“Protect, Respect and Remedy” Framework (the UNGPs), which were endorsed by consensus at the 17th 
session of the HRC in 2011.

Following their endorsement, the UNGPs have increasingly received support from the international 
community. In September 2015, the UN General Assembly adopted the 2030 Agenda for Sustainable 
Development (the 2030 Agenda) with the Sustainable Development Goals (SDGs) at its core. With respect 
to private business activity, the 2030 Agenda articulated that the UN member states will “foster a dynamic 

（2）

（3）

1  The Ten Principles of the UNGC include the fol lowing principles in the areas of Human Rights and Labour:

Principle 1. Businesses should support and respect the protection of internationally proclaimed human rights
Principle 2. Businesses should make sure that they are not complicit in human rights abuses
Principle 3. Businesses should uphold the freedom of association and the effective recognition of the right to collective bargaining
Principle 4. Businesses should uphold the elimination of all forms of forced and compulsory labour
Principle 5. Businesses should uphold the effective abolition of child labour
Principle 6. Businesses should uphold the elimination of discrimination in respect of employment and occupation

（1）
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and well-functioning business sector, while protecting labour rights and environmental and health standards 
in accordance with relevant international standards and agreements and other ongoing initiatives in 
this regard, such as the UNGPs and the labour standards of the International Labour Organization, the 
Convention on the Rights of the Child and key multilateral environmental agreements.” Moreover, the 
2015 Leaders’ Declaration G7 Summit in Elmau stated that the G7 strongly supports the UNGPs and 
welcomes the efforts to set up substantive action plans. In the July 2017 Leaders’ Declaration G20 Summit 
in Hamburg, G20 members, including Japan emphasized that they commit to fostering “human rights 
in line with internationally recognized frameworks, such as the UNGPs” and “work towards establishing 
adequate policy frameworks in our countries such as national action plans on business and human rights.” 
Moreover, in response to the endorsement of the UNGPs, a chapter on human rights was added in 2011 
to the 5th update of the OECD Guidelines for Multinational Enterprises, mentioned in paragraph (1) above. 
A reference to the UNGPs was added to the ILO MNE Declaration as part of the revision in 2017 as well. 
Furthermore, as part of the international efforts concerning business and human rights, the United Nations 
Children’s Fund (UNICEF), together with various organizations, developed the Children’s Rights and 
Business Principles as a supplementary instrument to the UNGPs, to set out ten principles for respecting 
and supporting children’s rights through business action. Several human rights treaty bodies, including the 
Committee on  the Rights of the Child and the Committee on Economic, Social and Cultural Rights, also 
pointed out the importance of business and human rights in their general comments.

In response to the growing awareness of business and human rights principles, there has been an 
increasing trend, primarily in the United States and Europe, to introduce legislation requesting business 
enterprises to respect human rights, including in supply chains. Civil society and consumers also 
increasingly demand business enterprises to respect human rights. Moreover, in recent years, sustainable 
investments have been expanding, and institutional investors have also actively been engaged in 
constructive dialogue (engagement) with purpose with business enterprises. Indeed, investors expect 
business enterprises to disclose information about their human rights efforts and engage in dialogue based 
on the disclosed information. In this regard, international initiatives in various financial sectors have also 
addressed the business and human rights agenda, such as the United Nations Principles for Responsible 
Investment (PRI), which consider human rights as one of the key elements of the “S (social)” issues of ESG 
(environmental, social and governance) and cosequently, the business and human rights agenda becomes 
one of the important initiatives for EST investing. In 2020, the PRI published an investment action framework 
for institutional investors to achieve outcomes in line with the SDGs. Besides the PRI, the Principles for 
Sustainable Insurance (PSI) and Principles for Responsible Banking (PRB) were also developed. Likewise, 
stock exchanges in many countries, including Japan have been participating in the UN Sustainable Stock 
Exchanges (SSE) Initiative, promoting sustainability in the market. The move towards requesting business 
enterprises to respect human rights is thus gaining momentum not only among investors but also among 
the entire financial sector. 

（4）

Chapter 1. Towards the Formulation of the National Action Plan (NAP)
(Background and Working Process) 

3



In mega-sporting events such as the Olympic and Paralympic Games and other international events, 
respecting human rights is also expected, including compliance with the UNGPs. As Japan makes 
arrangements to host the Olympic and Paralympic Games Tokyo 2020 (Tokyo 2020 Games), which 
have been postponed to 2021, international attention has been focused on the attitude of Japanese 
society towards respecting human rights, including Japanese business enterprises’ efforts. In this regard, 
preparations for the Tokyo 2020 Games are underway with the intention of making the Games the first 
Olympic and Paralympic Games to be held in accordance with the UNGPs.

In response to the global trend, business enterprises are expected to demonstrate respect for human rights 
in business activities. Particularly, for business enterprises operating overseas, an international trend shows 
that business activities are evaluated in light of international standards, in addition to compliance with the 
laws and regulations of the countries where they operate. Consequently, business enterprises themselves 
are faced with a need to identify and address human rights-related risks in their business operations, 
including in supply chains.

To date, the relevant ministries and agencies of Japan have implemented various legislative measures and 
policies contributing to the protection of human rights, and business enterprises have been responding to 
them. For example, Keidanren (the Japan Business Federation) revised its Charter of Corporate Behavior 
in November 2017 to add a principle on respect for human rights, and promotes human rights through 
the understanding of internationally recognized human rights norms, due diligence, information disclosure, 
and the creation of an inclusive society in its Implementation Guidance on Charter of Corporate Behavior. 
Small and medium-sized enterprises (SMEs) have been engaging in people-centered management in their 
business operations despite limited human and physical resources. They have also been undertaking 
business operations in ways that appreciate the local community and employees. Moreover, Japanese 
business enterprises have been engaging in unique and responsible business conduct when entering 
overseas markets, such as labour practices that enable business enterprises to prevent disputes and 
improve practices through good labour-management relations by employing distinctively Japanese 
approaches to technology, culture, and development of human resources.

Nevertheless, further efforts are required, considering the current increasing social demands regarding 
business and human rights. Against this background, the Government launched Japan’s National Action 
Plan (NAP) on Business and Human Rights. By arranging various legislative measures and policies 
contributing to the protection of human rights that were implemented individually by the relevant ministries 
and agencies, from the perspective of the business and human rights principles, the Government endeavors 
to contribute to the promotion of shared recognition and understanding among the relevant ministries 
and agencies, to enhance cooperation among the relevant ministries and agencies, and to ensure inter-
ministerial policy coherence. Through the wide publication of the NAP, the Government aims to enhance 
business enterprises’ understanding and awareness of business and human rights and to promote more 
efforts and cooperation by and among business enterprises. Through these measures, the Government 
expects to promote responsible business activities; contribute to the protection and promotion of human 
rights for society as a whole, including international society; enhance trust in and the reputation of 
Japanese business enterprises; and contribute to ensuring and enhancing the international competitiveness 
and sustainability of Japanese business enterprises. 

Currently, the COVID-19 pandemic has been spreading across borders and economic and social disruption 
has affected human rights in every part of the world. In particular, the most vulnerable segments of society 
have been severely impacted. Under these circumstances, UN Secretary-General António Guterres 
emphasized the importance of positioning human rights at the center of measures both in the current 

（6）

（7）

（8）

（9）

（5）
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Having endorsed the UNGPs, through the NAP formulation, the Government set out to ensure steady 
implementation of the UNGPs. The NAP was designed based not only on the UNGPs, but also relevant 
international instruments, such as the OECD Guidelines for Multinational Enterprises and the ILO MNE 
Declaration.

The Government holds that the promotion and protection of human rights and the realization of the SDGs 
are interrelated and mutually reinforcing, as stated in Resolution 37/24 on the Promotion and protection 
of human rights and the implementation of the 2030 Agenda for Sustainable Development adopted at the 
37th session of the HRC in March 2018. The Government considers the NAP formulation to be one of 
the measures to achieve the SDGs, and clearly mentioned its intention to formulate the NAP in the SDGs 
Implementation Guiding Principles Revised Edition, which was adopted at the 8th session of the SDGs 
Promotion Headquarters held in December 2019.

The Cabinet-approved Growth Strategy 2018 in June 2018 also refers to encouraging progressive 
undertakings by companies in Japan through the NAP formulation process. The Growth Strategy further 
refers to protecting human rights through the development of an environment for accepting foreign 
nationals, including the improvement of their working environments.

（2）

（3）

fight against COVID-19 and during the post-pandemic recovery. He also highlighted, towards the recovery 
phase, building “more equal, inclusive and sustainable economies and societies that are more resilient in 
the face of pandemics.”

In the area of business and human rights, the Working Group on the issue of human rights and transnational 
corporations and other business enterprises (also referred to as the UN Working Group on Business and 
Human Rights) issued a statement stressing that the UNGPs are applicable to the context of the COVID-19 
pandemic and focusing on the role of government to ensure responsible business conduct and on the 
business responsibility to respect human rights. Furthermore, the UN Working Group highlighted that 
“making real progress in implementing the UNGPs will better prepare us for the next crisis” and pointed 
out the need for “better collaboration involving all actors, with responsible governments and businesses 
leading the way” to realize the intent of the UNGPs. The need for ensuring responsible business conduct in 
the context of a global crisis such as the COVID-19 pandemic has been shared widely in the international 
community, as recognized by the adoption of the business and human rights resolution by consensus at the 
44th session of the HRC (July 2020). 

In response to the COVID-19 pandemic, OECD and ILO indicated that COVID-19 exposed vulnerabilities in 
company operations and supply chains regarding working conditions. Considering these global trends, the 
Government believes that it is more important than ever to steadily implement the UNGPs and the NAP to 
ensure responsible business activities with a view to promoting further efforts to realize the SDGs based on 
the principle of human security.

2 Positioning of the NAP: Links with International Documents, 
including the UNGPs and the Sustainable Development Goals (SDGs)

（1）
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3 Objectives to be Achieved through the Launch and 
Implementation of the NAP

As stated in Section 1 “Introduction: Increasing International Attention to Business and Human Rights and 
the Need for NAPs,” the Government endeavors to promote shared recognition and understanding among 
the relevant ministries and agencies, to ensure inter-ministerial policy coherence, and to enhance cooperation. 
Through the wide publication of the NAP, the Government aims to enhance business enterprises’ understanding 
and awareness of business and human rights, and to promote more efforts and cooperation by and among 
business enterprises. Through these measures, the Government aims to promote responsible business activities; 
contribute to the protection and promotion of human rights for society as a whole, including international 
society; and enhance trust in and the reputation of Japanese business enterprises while contributing to ensuring 
and enhancing their international competitiveness and sustainability. Further details are provided below.

（1） To protect and promote human rights for society as a whole, including international 
　   society

Based on the state duties, including those described in the UNGPs, to protect human rights, the 
Government launched the NAP as a measure for implementing various commitments to the international 
community, including compliance with international human rights treaties Japan has ratified and respect for 
internationally recognized principles (including the principles concerning the fundamental rights set out in the ILO 
Declaration on Fundamental Principles and Rights at Work (the ILO Declaration)). Also, by promoting responsible 
business activities in Japan or overseas, the NAP aims to contribute to the protection and promotion of human 
rights of people who are adversely affected by business activities regardless of their locations whether in Japan 
or overseas, and to the protection and promotion of human rights for society as a whole, including international 
society. In doing so, special attention is to be paid to the rights, the needs, and the risks faced by individuals 
belonging to groups at risk of becoming socially vulnerable or left behind. It is noted that for the purpose of this 
NAP, “human rights” should include consideration of the impact of environmental degradation and respect for 
human rights in supply chains.

（2）　　To ensure policy coherence in relation to business and human rights
With society placing increasing emphasis on business and human rights, business enterprises are 

required to ensure that their business activities comply with relevant laws and regulations. At the same time, 
the Government places emphasis on  endeavoring to further improve the effectiveness of policies by ensuring 
coherence of relevant policies and enhancing inter-ministerial cooperation. In relation to this, the NAP aims to 
clarify relevant laws, regulations, policies, and future measures planned to promote inter-ministerial cooperation.

（3）　　 To ensure and enhance the international competitiveness and sustainability of Japanese
　 　business enterprises　

Respecting human rights in business activities could address adverse impacts on human rights, contribute 
to society, lead to avoidance and management of corporate risks, and also lead to gaining more trust from 
the international community and better reputations among global investors. Based on this, the NAP aims to 
contribute to ensuring and enhancing the international competitiveness and sustainability of Japanese business 
enterprises. The Government expects Japanese business enterprises to fulfill their responsibilities to respect 
human rights and to resolve issues with effective grievance mechanisms. The Government further aims to foster 
an environment where Japanese business enterprises implementing such measures are fairly evaluated. 　

Chapter 1. Towards the Formulation of the National Action Plan (NAP)
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     To contribute to achieving the SDGs
As stated in Section 2 “Positioning of the NAP: Links with International Documents, including the UNGPs 

and the SDGs,” the achievement of the SDGs and the protection and promotion of human rights are interrelated 
and mutually reinforcing. In this connection, the Government aims to contribute to realizing a sustainable and 
inclusive society where “no one will be left behind” through the implementation of the NAP.

As stated below, the business and human rights agenda covers a vast range of areas and diverse group of 
stakeholders. Keeping this in mind, during the NAP formulation, the Government put considerable effort into 
making the NAP realistic and effective by figuring out the circumstances surrounding business and human 
rights in Japan and comprehensively considering possible measures that could be taken.

In the initial stage, the Government carried out a baseline study for the purpose of assessing the current 
landscape of Japanese legislation and policies related to business activities, which all relevant ministries 
and agencies participated in. This was followed by ten consultation meetings with leading organizations in 
the business sector and the labour sector, bar associations, academia, and civil society to ascertain the 
situation. For the business sector, the Government made efforts to ensure the participation of SMEs in order 
to have their views, as SMEs account for 70% of all employment in Japanese society.

Taking into account the results of the baseline study, the Inter-Ministerial Committee was established to 
promote coordination among the relevant ministries and agencies. An Advisory Committee and a Working 
Group were also established to include a wide range of views. A series of discussions were held to learn 
the views of the aforementioned sectors and consumer organizations. Subsequently, priority areas were 
identified to be incorporated in the NAP, and the NAP was launched. In the process of formulating the 
NAP, public comments were invited, and seminars were held in Japan. Opportunities were also provided 
to exchange views with overseas experts, including members of the UN Working Group on Business 
and Human Rights and the Head of the OECD Centre for Responsible Business Conduct, Directorate for 
Financial and Enterprise Affairs.

（2）

（3）

4 The NAP Formulation Process

（1）

（4）　　
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In promoting understanding and awareness of business and human rights among government ministries 
and agencies, government-related entities, and local public entities, it is important to ensure coherence of 
legislation and policies and to enhance inter-ministerial cooperation.

To ensure that business enterprises understand and comply with relevant legislation and policies, it is vital 
to promote their understanding and awareness of business and human rights. In particular, promoting 
understanding and awareness among SMEs, which have limited human and physical resources, is critical 
to increasing the effectiveness of the NAP. In addition to the Government’s own awareness-raising efforts, 
the Government recognizes that tools and resources provided by international organizations and various 
stakeholders could also contribute to the efforts of businesses to address human rights. Having recognized 
that, the Government also believes that it is necessary to foster an environment that enables business 
enterprises to access necessary information for addressing issues in the area of business and human rights.

Promotion of understanding and awareness of human rights throughout society is also needed to 
encourage further efforts on the business and human rights agenda by business enterprises. For this, the 
Government intends to continue its human rights education and awareness-raising efforts. 

With the globalization and diversification of business activities, business enterprises need to note that the 
international community demands business enterprises to not only implement good practices in business 
and human rights within their own organization, but also to respect human rights in their domestic and 
global supply chains. Accordingly, the Government will strive to develop concrete mechanisms to promote 
human rights within business, utilizing tools provided by international organizations, existing information 
disclosure frameworks, and initiatives for providing information to business enterprises. 

Remedial procedures (judicial and non-judicial remedies) have been established to address human 
rights violations in business activities. The Government intends to continue to assure access to judicial 
remedies and make improvements where necessary.  It also utilizes multiple efforts regarding non-judicial 
remedies, including consulting services based on specific laws and regulations (e.g., workers, persons with 
disabilities, and consumers) as well as remedial procedures. These include the Japan Bank for International 
Cooperation (JBIC) Guidelines for Confirmation of Environmental and Social Considerations, the Japan 
International Cooperation Agency (JICA) Guidelines for Environmental and Social Considerations, the 
Nippon Export and Investment Insurance (NEXI) Guidelines on Environmental and Social Considerations 
in Trade Insurance, and the Japanese National Contact Point (NCP) under the OECD Guidelines for 
Multinational Enterprises (the Japanese NCP). The Government intends to secure access to these non-
judicial remedies and make improvements where necessary. 

（2）

（3）

（4）

（5）

Achieving the aims mentioned in Chapter 1 Section 3 “Objectives to be Achieved through the Launch 
and Implementation of the NAP” will require encouraging various stakeholders, including the Government and 
businesses, to take action. It will also require establishing necessary frameworks through the NAP. The following 
five priority areas are considered particularly important for the Government to implement the NAP with the 
understanding and cooperation of relevant stakeholders.

（1）
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2 Areas of the NAP

Measures of the Government as an Actor regarding State Duty to Protect Human Rights

Measures of the Government Promoting Corporate Responsibility to Respect Human Rights

Measures regarding Access to Remedy

The UNGPs categorize relations between business and human rights into three pillars, namely: the State 
duty to protect human rights; the corporate responsibility to respect human rights; and access to remedy. 
Accordingly, the NAP categorizes relevant measures in a structured manner based on the following three 
perspectives.

This section lists a series of government measures contributing to the protection and promotion of human 
rights for society as a whole, including international society, through implementing the human rights treaties that 
Japan has ratified and various commitments to the international community such as respecting, promoting, and 
realizing the principles concerning the fundamental rights set out in the ILO Declaration.

While a pillar of the corporate responsibility to respect human rights in the UNGPs involves measures 
by businesses themselves, this section mainly focuses on government measures to promote corporate 
responsibility to respect human rights.

This section mentions government measures to ensure access to judicial and non-judicial remedies 
whenever human rights violations in business activities occur. 

Among the aforementioned three perspectives, several matters are more suitable to be addressed through 
a cross-cutting lens. Accordingly, this section starts with such “cross-cutting areas,” followed by specific 
points pertaining to the three perspectives. Each of the following sections presents a summary of the existing 
framework and relevant measures, and the basic direction regarding the existing framework and measures, 
before going on to list future measures planned. 

Chapter 2. Action Plan
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A. Labour (Promotion of Decent Work)
（ Existing framework /Measures taken）

As measures that have already been conducted in the labour area, the Government made efforts to realize 
decent work by promoting labour policies to respect, promote, and realize the four principles concerning 
the fundamental rights stated in the ILO Declaration, namely: (1) freedom of association and the effective 
recognition of the right to collective bargaining; (2) the elimination of all forms of forced or compulsory labour; 
(3) the effective abolition of child labour; and (4) the elimination of discrimination in respect of employment 
and occupation. For example, protection and promotion of the rights of workers are promoted through labour 
related legislation applicable to workers regardless of nationality, race, and ethnicity such as: the Labour 
Standards Act (Act No. 49 of 1947); the Industrial Accident Compensation Insurance Act (Act No. 50 of 1947); 
the Act on Securing, Etc. of Equal Opportunity and Treatment between Men and Women in Employment (Equal 
Employment Opportunity Act) (Act No. 113 of 1972); and the Mariners Act (Act No. 100 of 1947). 

More recently, the revision of laws, including the Act on the Comprehensive Promotion of Labour Policies, 
and the Employment Security and the Productive Working Lives of Workers (Labour Policies Comprehensive 
Promotion Act) (Act No. 132 of 1966) in 2019 has resulted in new requirements for employers to establish 
necessary measures regarding employment management, such as the provision of counseling services, to 
prevent the abuse of authority, or so-called “power harassment,” in the workplace. The revision of these 
laws has also strengthened preventive measures against sexual harassment, such as the prohibition of 
disadvantageous treatment by an employer against employees who report.

Along with globalization, increasing attention has been brought to the treatment of foreign workers. 
Appropriate implementation of the Technical Intern Training Program and protection of technical intern trainees 
are being promoted based on the Act on Proper Technical Intern Training and Protection of Technical Intern 
Trainees (Technical Intern Training Act) (Act No. 89 of 2016) enacted in November 2017 as well as on bilateral 
agreements with sending countries.

Cross-Cutting Areas

（a ）Promote decent work ( (1) promoting employment, (2 ) developing and enhancing
     measures of social protection (3) promoting social dialogue, and (4 ) respecting,
　　 promoting and realizing the fundamental principles and rights at work)
・Continue efforts to realize decent work, including ensuring work-life balance that contributes 

to women’s participation and advancement in the workplace by promoting labour policies for 
respecting, promoting, and realizing the principles concerning the fundamental rights stated in 
the ILO Declaration. [Cabinet Office, Ministry of Health, Labour and Welfare]

・Make continued and sustained efforts to pursue ratification of the fundamental ILO conventions 
and other ILO conventions that are considered appropriate to ratify. [Cabinet Secretariat, 
National Personnel Authority, Ministry of Internal Affairs and Communications, Ministry of Foreign 
Affairs, Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of Economy, Trade and Industry, Ministry 
of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, Ministry of Defense]

（b ） Reinforce measures against harassment
・Continue to promote initiatives to achieve harassment-free workplace environments by securing 

the enforcement of the revised Labour Policies Comprehensive Promotion Act and other acts. 
[Ministry of Health, Labour and Welfare]

（ c ） Protect and respect the rights of workers, including foreign workers and 
technical intern trainees

・ To employers of foreign workers, disseminate and raise awareness on compliance with labour 

（1）
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laws and the Guidelines for Employers to Improve the Management of Employment of Foreign 
Workers (Public Notice of the Ministry of Health, Labour and Welfare No. 276 of 2007) through 
seminars and other measures. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

・Continue to implement multi-lingual services for foreign workers at Prefectural Labour Bureaus, 
Public Employment Security Offices, and Labour Standards Inspection Offices. [Ministry of 
Health, Labour and Welfare]

・ The Technical Intern Training Program continues to be implemented under the new framework 
based on the Technical Intern Training Act enacted in 2017, while also incorporating gender 
perspectives. This is to be done through: introduction of a license system of supervising 
organizations and accreditation of technical intern training plans; establishment of provisions on 
prohibition of abuse of human rights of technical intern trainees and penalties against supervising 
organizations violating human rights; onsite inspection by the Organization for Technical Intern 
Training; establishment of offices for consultation and reporting in technical intern trainees’ native 
language; and making the system more appropriate through bilateral agreements. Continue 
steady implementation of improvement measures designed by the project team for the operation 
of the Technical Intern Training Program, and implement new measures for preventing the 
disappearance of technical intern trainees. [Ministry of Justice, Ministry of Foreign Affairs, Ministry 
of Health, Labour and Welfare]

B. Promotion and Protection of Children’s Rights
（ Existing framework /Measures taken）

As measures that have already been conducted, the Government has supported initiatives in the 
area of education that leads to eradication of child labour and measures against trafficking in persons 
by contributing to the UN Trust Fund for Human Security and international organizations. In addition, the 
Government has supported initiatives to enhance measures against trafficking in persons and protection of 
such victims mainly in Southeast Asian countries, through technical cooperation by JICA and contributions 
to various UN agencies. Furthermore, the Government has been making contributions to and participating 
in the Asia-Pacific regional framework, the “Bali Process on People Smuggling, Trafficking in Persons and 
Related Transnational Crime” (hereinafter referred to as the Bali Process). The Government has also taken 
part in the WePROTECT Global Alliance to End Child Sexual Exploitation Online. Moreover, the Government 
reaffirmed the G20 commitment to eradicate child labour and various forms of modern slavery in the G20 
Osaka Leaders’ Declaration and the G20 Labour and Employment Ministers’ Declaration, both compiled 
by Japan as the chair. For these initiatives, sufficient attention has been paid to gender perspectives 
considering that a large number of the victims involved are women and girls. 

At national level, the Government has started to formulate a national action plan to end violence against 
children jointly with civil society and businesses, as a pathfinding country for the Global Partnership to End 
Violence Against Children (GPeVAC). The action plan is being drafted through respecting the opinions of 
children obtained through an online survey called “Comments from Children.” In addition, relevant ministries 
and agencies cooperate to develop a better Internet use environment for young people through means such 
as the enhancement of initiatives concerning protection of young people, including filtering, in accordance 
with the Act on Development of an Environment that Provides Safe and Secure Internet Use for Young 
People (Act No. 79 of 2008, hereinafter referred to as the “Act on Development of Internet Use Environment 
for Young People”) as well as the Basic Plan. Furthermore, the Government works on the eradication of 
child sexual exploitation such as child prostitution or the production of child pornography, in accordance 
with the Basic Plan on Measures against Child Sexual Exploitation with a view to eliminating such abuse by 
the Tokyo 2020 Games.
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（a）Contribute to international efforts to eliminate child labour, including trafficking
　　 in persons and sexual exploitation
・Continue to make efforts to reinforce measures against trafficking in persons and the protection 

of victims with gender perspectives through technical cooperation by JICA and financial 
contributions to various UN agencies, in cooperation with the international community, including 
contribution to and participation in the Bali Process. [Ministry of Foreign Affairs]

・Continue to support efforts for eradicating child labour through financial contributions to 
international organizations. [Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Health, Labour and Welfare]

（b）Raise awareness about child prostitution through compliance with the Travel
        Agency Act
・Continue to engage in awareness-raising activities concerning child prostitution through 

compliance with the Travel Agency Act (Act No. 239 of 1952), and on-site inspections based on 
the Travel Agency Act to prevent travel agencies from being involved in organizing inappropriate 
tours such as those with the intention of child prostitution. [Japan Tourism Agency]

（c）  Continue initiatives through the Global Partnership to End Violence Against
　　 Children
・Engage in ending violence, including sexual exploitation, against children in Japan through steady 

implementation of the National Action Plan to End Violence against Children. [Cabinet Office, 
National Police Agency, Ministry of Justice, Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology, Ministry of Health, Labour and Welfare]

・Promote initiatives to end violence against children overseas through engagement in the 
humanitarian window of the Fund to End Violence against Children. [Ministry of Foreign Affairs]

（d）Cooperate with relevant industries and organizations to disseminate and raise
　　 awareness on the Children’s Rights in Sport Principles
・Cooperate in disseminating the objectives of the principles at international conferences, and in 

disseminating and raising awareness of the objectives to local governments, schools and sports 
organizations. [Japan Sports Agency, Ministry of Foreign Affairs]

（e）　Cooperate to disseminate the Children’s Rights and Business Principles
・Cooperate in disseminating the objectives of the principles to relevant organizations. [Cabinet 

Office, Ministry of Foreign Affairs]

（ f ）  Steadily implement measures for developing an environment that provides safe 
　　and secure Internet use for young people
・Continue to engage in fostering an environment that provides safe and secure Internet use in 

accordance with the Act on Establishment of an Enhanced Environment for Youth’s Safe and 
Secure Internet Use and the Basic Plan on Measures for Providing Safe and Secure Internet Use 
for Young People. [Cabinet Office]

（g）　Steadily implement measures based on the Basic Plan on Measures against
　　 Child Sexual Exploitation
・Continue to engage in the following: enhancement of public awareness, development of social 

awareness, and collaboration with the international community; support of children and families 
to ensure the growth of children without victimization; promotion of measures to prevent the 
occurrence and spread of victimization that focuses on tools; prompt protection of child victims 
and appropriate support; strengthening of crackdowns and the rehabilitation of offenders; and 
strengthening of the foundation for realizing a society where children will never become victims. 
[Cabinet Office, National Police Agency, Ministry of Internal Affairs and Communications, Ministry 

（Future measures planned）
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of Justice, Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of Economy, Trade and Industry]

C. Human Rights Associated with the Development of New Technologies
（ Existing framework /Measures taken ）

　As measures that have already been conducted, when consulted about the information on human 
rights violations, such as defamation and privacy infringement on the Internet, the Government has 
advised victims on the methods for requesting the disclosure of the sender’s information and the deletion 
of the information by providers. In case the victims find it difficult to recover from the damage caused by 
abusive content, efforts are made to remedy the damage by requesting providers to delete such abusive 
information. With respect to these initiatives, sufficient attention is paid to take into account gender equality 
perspectives as well as diversity and inclusiveness.

With respect to discrimination issues, including hate speech, initiatives to resolve discrimination, 
including on the Internet, are being promoted in accordance with the objective of laws, including the Act on 
the Promotion of Efforts to Eliminate Unfair Discriminatory Speech and Behavior against Persons Originating 
from Outside Japan (Act No. 68 of 2016), the Act on the Promotion of Elimination of Buraku Discrimination 
(Act No. 109 of 2016), and the Act on Promotion of Measures for Realization of a Society in which the Pride 
of the Ainu People is Respected (Act No. 16 of 2019).

In terms of the development of artificial intelligence (AI), a Council for Social Principles of Human-centric 
AI was established for the purpose of considering the basic principles for implementing and sharing AI in 
society in a better way under the AI Strategy Expert Meeting for Strength and Promotion of Innovation. As 
a result of the review by the Council, the Social Principles of Human-centric AI, which comprise three basic 
values and seven principles were established in March 2019.

（Future measures planned）

（a）Address online defamation and privacy infringement, including hate speech
・ Continue efforts such as requesting providers to delete abusive information in case human rights 

violations, including defamation and privacy infringement on the Internet, are observed. [Ministry 
of Internal Affairs and Communications, Ministry of Justice]

（b）  Promote discussion on the use of AI from the perspective of protection of
       human rights
・ Continue efforts to promote establishment of the Social Principles of Human-centric AI, including 

the perspective of respecting human rights, to ensure acceptance and appropriate use of AI in 
society. [All Ministries]

（c）Promote discussion on the use of AI from the perspective of protection of
　 privacy
・ Continue efforts to promote discussion regarding the use of AI and privacy protection at 

international conferences and other occasions. [Personal Information Protection Commission; 
Ministry of Economy, Trade and Industry]
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D. Rights and Roles of Consumers
（ Existing framework /Measures taken）

Goal 12 of the SDGs is to “ensure sustainable consumption and production patterns.” Accordingly, the 
creation of sustainable economies and societies requires action by consumers alongside businesses and 
governments. The Government works on realizing the rights of consumers in accordance with the Basic 
Consumer Act (Act No. 78 of 1968) that sets forth the responsibilities of the government, local governments, 
and businesses for the protection and promotion of consumers’ interests. Ethical consumption is the 
concept of consuming in a way that is considerate of people, society, and the environment, while 
incorporating the perspectives of regional revitalization and employment. In raising awareness on ethical 
consumption, explanations on social problems such as child labour and environmental issues are provided 
at workshops for children and using educational tools (leaflets, posters, and video) to introduce people to 
a manner of consuming that could lead to the resolution of such problems. In addition, the Government 
promotes “consumer-oriented management,” which refers to businesses operating with awareness of their 
own social responsibilities and thereby promoting changes in consumer behavior. Furthermore, consumer 
education is promoted at school and through social education to create a consumer citizen society in 
accordance with the Act on Promotion of Consumer Education (Act No. 61 of 2012).

（a）Popularize and raise awareness of ethical consumption
・ Continue efforts by raising awareness at events related to ethical consumption held by various 

organizations, popularizing event information and case studies on official websites, and 
creating pamphlets and study materials in a way that promotes understanding for social issues 
(backgrounds). [Consumer Affairs Agency]

（b）Promote consumer-oriented management
・ Continue to carry out the “voluntary declaration of consumer-orientation and follow-up activities,” 

whereby businesses voluntarily declare to conduct consumer-oriented management, to take 
actions based on the declaration, and to publicly announce the results of their activities. Continue 
to present the “award for good practices of consumer-oriented management” to promote 
consumer-oriented management. [Consumer Affairs Agency]

（c）Promote  consumer education 
・ Continue supporting consumer self-reliance in order to enable consumers to act voluntarily 

and rationally to protect and advance their own interests to create a consumer citizen society. 
Additionally, continue promoting consumer education through schools, homes, local communities, 
and workplaces, and in cooperation with a variety of other venues, in accordance with the Act 
on Promotion of Consumer Education. [Consumer Affairs Agency, Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology]

（Future measures planned ）
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E. Equality before the Law (Persons with Disabilities, Women, Persons of
　 Diverse Sexual Orientation and Gender Identity, and Other Groups)

（ Existing framework /Measures taken）
The Constitution of Japan sets forth the principle of equality before the law and there shall be no 

discrimination in political, economic or social relations because of race, creed, sex, social status or family 
origin. Various laws have prohibited discrimination, as stated below.

With respect to persons with disabilities, the Act for Eliminating Discrimination against Persons with 
Disabilities (Act No. 65 of 2013, hereinafter referred to as the “Disability Discrimination Act”) prohibits 
governments and businesses from engaging in unfair discriminatory treatment on the grounds of disability, 
and prescribes that they are required to provide reasonable accommodation (companies must endeavor to 
provide reasonable accommodation). The Act on Employment Promotion Etc. of Persons with Disabilities 
(Act No. 123 of 1960) prohibits businesses from taking discriminatory measures in the area of employment 
based on disability and requires provision of reasonable accommodation.

With respect to women, the Equal Employment Opportunity Act prohibits discrimination against 
workers on the grounds of sex at each stage of employment management, and the Act on the Promotion 
of Women’s Participation and Advancement in the Workplace (Act No. 64 of 2015, hereinafter referred to as 
the “Women’s Participation Act”) encourages initiatives to promote women’s participation and advancement 
in the workplace.

Furthermore, the Basic Act for Gender Equal Society (Act No. 78 of 1999) lists “Respect for the 
human rights of men and women” as one of the pillars for realizing a gender-equal society. The Basic Plan 
for Gender Equality has been formulated in accordance with the Basic Act, and related measures have 
been implemented based on this plan.  Internationally, the Government supports promotion of women’s 
empowerment, including through various declarations at G7 and G20 Summits, and moreover has engaged 
in further promotion of women’s participation in society, including the workplace by organizing the World 
Assembly for Women (WAW!).

In addition, a survey on business enterprises’ initiatives ensuring diverse sexual orientation and gender 
identity was conducted and a report on the survey results and case studies was prepared and published to 
promote accurate understanding on diverse sexual orientation and gender identity in the workplace.

With respect to the Ainu indigenous people who inhabit areas around the northern part of the Japanese 
Archipelago, especially in Hokkaido, the Act on Promotion of Measures for Realization of a Society in Which 
the Pride of the Ainu People is Respected (Act No. 16 of 2019) prohibits discrimination on the grounds of 
Ainu identity.

In the area of employment, Article 22 of the Constitution of Japan prescribes that “every person shall 
have freedom to ... choose his occupation to the extent that it does not interfere with the public welfare.” 
In addition, the freedom of choice of occupation is guaranteed in both the Employment Security Act (Act 
No. 141 of 1947), which prescribes that “every person may freely choose any job, provided that it does 
not conflict with the public welfare,” and the Mariners’ Employment Security Act (Act No. 130 of 1948), 
which prescribes that “every person may freely choose occupation as a mariner on an appropriate vessel 
corresponding to the person’s ability and license or certificate in possession, or qualifications based on 
trainings received or experience.”

Unfair or discriminatory treatment against particular users is prohibited within the areas of residence, 
places or services intended for public use (hotels, restaurants, cafes, cinemas, and use of transportation).
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（a）Promote barrier-free and universal design
・ Promote initiatives, including various public relations and awareness-raising activities based on 

the Disability Discrimination Act. [Cabinet Office]
・  Promote accessibility across Japan by preparing and distributing a nationally consistent reception 

manual and implementing training for transportation, tourism, logistics restaurants and industries, 
and other industries. [Japan Tourism Agency]

・ Raise the level of barrier-free standards across Japan through steady implementation of the Act 
for Partial Revision of the Act on Promotion of Smooth Transportation, Etc. of Elderly Persons, 
Disabled Persons, Etc. (Act No.28 of 2020), such as the revision of Transport Accessibility 
Standards  and Guidelines, and the revision of the Design Guidelines of Buildings for Users with 
Accessibility Needs. [Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism]

・ Implement various human rights awareness-raising activities to realize a society of coexistence 
with mutual respect for individuality and character regardless of disability. [Ministry of Justice]

（b）Promote employment of persons with disabilities
・ Promote initiatives to increase opportunities for persons with disabilities to play an active role as 

a measure introduced under the Revised Act on Employment Promotion Etc. of Persons with 
Disabilities of 2019. As a measure for the public services sector, this includes making it incumbent 
on persons with appointive power at national and local government agencies to prepare and 
publish the Guidelines for Formulation of the Plan on Promoting Dynamic Engagement of Persons 
with Disabilities. As a measure for employers in the private sector, this includes the establishment 
of an accreditation system for SMEs with excellent initiatives concerning employment of persons 
with disabilities, and a special benefits system for employers who employ part-time workers 
whose weekly working hours are within a certain range. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

・ In employment of persons with disabilities, consideration will be given to individuals who are 
vulnerable to intersectional human rights violations, such as women with disabilities. [Ministry of 
Health, Labour and Welfare]

（c）Advance women’s empowerment
・ Extensively present the significance of economic growth through women’s empowerment and 

share outcomes in business with women. [Cabinet Office, Ministry of Foreign Affairs, Ministry of 
Economy, Trade and Industry]

・ Promote equal allocation of care work to realize work-life balance for both men and women. 
[Cabinet Office, Ministry of Health, Labour and Welfare]

（d）Promote understanding and acceptance of diverse sexual orientation and
　　gender identity
・  Steadily enforce the revised Labour Policies Comprehensive Promotion Act by raising awareness 

of the contents of the Guidelines for Preventing Power Harassment. The guidelines clarify that 
insulting speech and behaviors targeting diverse sexual orientation and gender identity fall under 
power harassment in the workplace. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

（Future measures planned）
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（e） Ensure impartial treatment among employment fields
・ With respect to job placement and vocational guidance, the Employment Security Act prescribes 

that “no one shall be discriminated against in job placement vocational guidance (rating 
vocational guidance under the Mariners’ Employment Security Act) for reasons such as race, 
nationality, creed, sex, social status” A Public Employment Security Office (Regional Transport 
Bureau in case of mariners) will continue to provide instruction and education for businesses 
recruiting through the agency to assure equal employment opportunity without discrimination 
on the grounds of race or ethnicity. [Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of Land, 
Infrastructure, Transport and Tourism]

・ As awareness-raising activities on fair recruitment and selection, the Government has created 
and made available on its website awareness-raising pamphlets for employers stating that 
opportunities should be opened widely for applicants and recruitment criterion should only be on 
the basis of suitability and ability for the occupation. Continue to make efforts such as providing 
explanations during training for employers on fair screening processes for employment held at 
the Public Employment Security Office. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

（ f ）Ensure impartial treatment in public spaces or services
・ Continue steady implementation in accordance with the Hotel Business Act (Act No. 138 of 

1948), which does not permit denial of lodging, etc. solely on the grounds of belonging to a 
specific race or ethnicity, or of being a same sex couple. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

・ Steadily implement the Ordinance for Enforcement of the Act on Development of Hotels 
for Inbound Tourists (Ministry of Transport Order No. 3 of 1993), which prohibits registered 
hotels from engaging in unfair discrimination against inbound international travelers or 
unfair discrimination between inbound international travelers and other guests concerning 
accommodation fees, food and beverage fees, and other services provided. [Japan Tourism 
Agency]

F. Acceptance of and Coexistence with Foreign Nationals
（ Existing framework /Measures taken）

In recent years, the number of foreign nationals residing and working in Japan has been increasing, 
and there is a greater need for realizing a society where Japanese and foreign nationals can live safely and 
comfortably together through properly accepting foreign nationals and realizing a society of coexistence. 
Under these circumstances, the Government has taken the position of accepting foreign nationals who 
have status of residence, including Convention refugees and third-country resettled refugees as members of 
society without isolating them. To fully develop an environment where foreign nationals can enjoy the same 
public services and live without undue anxiety just as Japanese nationals do, the Ministerial Conference 
adopted the “Comprehensive Measures for Acceptance and Coexistence of Foreign nationals” (hereinafter 
referred to as “Comprehensive Measures”) in December 2018, and compiled a further document titled 
“Enhancement of “Comprehensive Measures” (hereinafter referred to as “Enhancement Measures”) in June 
2019. The Comprehensive Measures were revised in line with the direction of the Enhancement Measures 
in December 2019, under which the Government has worked together to steadily promote the relevant 
measures.

Moreover, in July 2020, in consideration of the situation of implementation of related measures, the 
Comprehensive Measures were revised from the perspective of further enhancing and encouraging the 
environment for acceptance of foreign nationals.
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（Future measures planned）

（Future measures planned）

Improve and promote the development of an environment for acceptance of 
foreign nationals leading to realize a society of harmonious coexistence
・ To realize a society of harmonious coexistence, the Government continues to steadily implement, 

promote and disseminate the measures related to various situations in life incorporated in the 
Comprehensive Measures  (revised in 2020), including measures that contribute to business and 
human rights, while listening to the opinions of relevant parties. [Cabinet Secretariat, Cabinet 
Office, National Police Agency, Financial Services Agency, Consumer Affairs Agency, Fair Trade 
Commission, Ministry of Internal Affairs and Communications, Ministry of Justice, Ministry 
of Foreign Affairs, Ministry of Finance, Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries, 
Ministry of Economy, Trade and Industry, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism] 

Thoroughly implement procurement rules relevant to business and human rights, 
including grievance procedures ( initiatives based on Act on Priority Procurement 
Promotion for Persons with Disabilities, initiatives related to public procurement 
based on Article 24 of the Women’s Participation Act, and initiatives concerning 
exclusion of organized crime groups)

 A. Public Procurement 
（ Existing framework/Measures taken）

As measures that have already been conducted, the public procurement procedures have been 
implemented appropriately, including the implementation of international commitments, in accordance with 
various laws and regulations, including the Public Accounting Act (Act No. 35 of 1947).

In particular, the Government has promoted enhanced awareness by companies for respecting human 
rights and the environment in accordance with the Act on Promotion of Procurement of Goods and Services 
from Disability Employment Facilities by the State and Other Entities (Act No. 50 of 2012, hereinafter 
referred to as the “Act on Priority Procurement Promotion for Persons with Disabilities”), the Women’s 
Participation Act, the Act on Prevention of Unjust Acts by Organized Crime Group Members (Act No.77 
of 1991), and the Act on Promotion of Procurement of Eco-Friendly Goods and Services by the State and 
Other Entities (Act No. 100 of 2000, hereinafter referred to as the “Act on Promoting Green Procurement”).

Furthermore, the revision of the Act on Promoting Quality Assurance in Public Works (Act No. 18 of 
2005) in 2019 set forth the obligations of the commissioning entity, such as setting appropriate periods for 
construction projects and ensuring that they are allocated evenly throughout the year as opposed to being 
concentrated in the same period. The revision also included a new requirement for a wide range of surveys 
regarding public works to be carried out. In addition to this, the Construction Business Act (Act No. 100 
of 1949) and the Act for Promoting Proper Tendering and Contracting for Public Works (Act No. 127 of 
2000) were revised in 2019 to promote work style reform in the construction industry, including redressing 
long working hours (e.g. appropriate construction period) and improvement of treatment of workers at 
construction sites.

Measures of the Government as an Actor regarding State Duty to Protect 
Human Rights

（2）
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B. Development Cooperation and Development Finance
（ Existing framework /Measures taken）

The Development Cooperation Charter adopted by the Cabinet in 2015 promotes human security, 
including fundamental human rights, as one of the basic policies for development cooperation. In addition, 
the Charter requires that sufficient attention is being paid to the protection of fundamental human rights in 
recipient countries to ensure the appropriateness of development cooperation, and that efforts are being 
made to ensure appropriate operation. When engaging in development cooperation projects, internationally 
established human rights standards, including the international human rights treaties, have been respected. 
Particular attention has been paid to human rights of socially vulnerable groups, such as women, indigenous 
people, persons with disabilities, and minorities. Nevertheless, further efforts are required in this regard.

JICA, JBIC and NEXI have introduced guidelines for environmental and social considerations. Along 
with them, necessary information disclosure procedures and related grievance procedures have been 
introduced to consider the impact of projects on human rights, the environment, and society. As a contract 
requirement, the Standard Instruction to Bidders and Form of Bid used for JICA’s Official Development 
Assistance (ODA) Loans and Grants contains a contract clause to comply with labour related laws and 
regulations of the recipient countries that include respect for human rights.

The JBIC Guidelines for Confirmation of Environmental and Social Considerations examine not only 
the impact of JBIC projects on human health, safety, and the natural environment but also social concerns, 
including respect for human rights as environmental and social considerations required for the projects. 
JBIC has been encouraging borrowers and related parties to take into account environmental and social 
considerations through loan agreements as necessary.

Furthermore, the National Action Plan for the implementation of the UN Security Council Resolution 1325 
and related resolutions on Women, Peace and Security incorporates the following elements in all activities 
in the areas of peace and security, humanitarian assistance, and recovery: women’s participation and 
empowerment; measures corresponding to women’s needs; promotion of gender equality; and protection 
of women’s human rights.

・ Continue to promote the self-reliance of persons with disabilities working at the facilities for 
persons with disabilities and of those working at home through steady implementation of the Act 
on Priority Procurement Promotion for Persons with Disabilities. [All Ministries]

・ Continue to promote measures to exclude organized crime groups from public works, etc in 
accordance with the Initiative on Exclusion of Organized Crime Groups from Public Works, 
etc. (Agreement by the Working Team on Comprehensive Measures, Including the Control of 
Organized Crime Groups dated December 4, 2009). [All Ministries]

・ Continue to award additional points to business enterprises with certification under the Women's 
Participation Act and other laws, when the Government and incorporated administrative agencies 
use criteria other than price (in the procurement procedures applying to the overall‐greatest‐
value evaluation method and the competitive proposal evaluation method). The aforementioned 
certification is provided to business enterprises promoting measures, such as work-life balance. 
This scheme is being implemented in accordance with the Guidelines for Utilization of Public 
Procurement and Subsidies Towards the Promotion of Women’s Advancement (decided by the 
Headquarters for Creating a Society in Which All Women Shine on March 22, 2016) and other 
criteria. [Cabinet Office]

・ Continue to promote work style reform in the construction industry to deepen understanding 
of the purpose of the Act on Promoting Quality Assurance in Public Works, Construction 
Business Act, the Act for Promoting Proper Tendering and Contracting for Public Works, and the 
guidelines for these acts. [Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism]
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Implement effective measures regarding environmental and social consideration in 
the fields of development cooperation and development financing
・JICA has established the Guidelines for Environmental and Social Considerations. It intends 

to continue to respect internationally recognized human rights and environmental and social 
considerations when engaging in development cooperation projects. This is to be done by 
not only complying with the laws, regulations and standards of the recipient countries but also 
confirming that they do not differ significantly with the World Bank’s Environmental and Social 
Safeguard Policies and other initiatives. In particular, JICA intends to engage in considerable 
discussions with stakeholders such as local communities after disclosing information to ensure 
that an agreement can be reached on the projects through methods that are socially appropriate. 
When doing so, it will continue to pay attention to ensuring that due consideration is given for the 
socially vulnerable. [Ministry of Foreign Affairs]

・ JBIC has established the Guidelines for Confirmation of Environmental and Social Considerations 
on the basis of, among others, following discussions: 

　- discussions within the international frameworks on environmental and social considerations and
  　human rights; and  

   - discussions at the OECD, such as the Recommendation of the Council on Common Approaches
  　 for Officially Supported Export Credits and Environmental and Social Due Diligence, which
  　 requires consistency between public export credit policies and environmental conservation  
　  policies. [Ministry of Finance]

・ The review of the aforementioned JBIC Guidelines is conducted by taking the progress of the 
above discussions into consideration and seeking opinions from the Japanese government 
and the governments of developing countries, Japanese companies, experts, and NGOs, while 
maintaining transparency in the process. [Ministry of Finance]

・ In light of the clear inclusion of respect for human rights in the scope of environmental and 
social considerations in the revised version of the Guidelines on Environmental and Social 
Considerations in Trade Insurance in 2015, NEXI continuously endeavors to confirm appropriate 
environmental and social considerations in accordance with the Guidelines and review the 
Guidelines where necessary. [Ministry of Economy, Trade and Industry]

・ Continue to promote efforts to incorporate respect for human rights into all aspects of the 
procurement process, including procurement requirements, screening and selection, and contract 
terms. [Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Finance]

・ From gender perspectives, “IV. Humanitarian and Recovery Assistance” initiatives, including the 
area of development cooperation in the National Action Plan on Women, Peace and Security, 
fall under the context of business and human rights. The Government continues to incorporate 
gender perspectives in the implementation of Japan’s assistance when collaborating with 
companies for JICA and UN projects. [Ministry of Foreign Affairs]

C. Promotion and Expansion of the Business and Human Rights Agenda in the  
     International Community

（ Existing framework /Measures taken）
Considering the Government fundamentally values the protection and promotion of fundamental human 

rights that are universal values, the Government has engaged in the implementation of international human 
rights treaties at national level. The Government has actively participated in activities and discussions at the  

（Future measures planned）
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HRC and international human rights treaty bodies, contributed to the protection and promotion of human 
rights in the international community such as the UN human rights mechanisms, and moreover, engaged in 
human rights dialogue with several countries.

In the areas directly related to business activities, the Government has incorporated clauses concerning 
social issues, including labour and the environment in some of the EPAs and investment treaties that Japan 
has signed or ratified in a manner consistent with trade rules such as those of the World Trade Organization 
(WTO), and promoted shared understanding between signatories on values to be respected, such as 
securing appropriate labour standards and conditions and protection of the environment. For example, the 
Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership (TPP11 Agreement) includes an 
independent Labour Chapter and Environment Chapter as well as provisions on women’s participation, 
and the Japan-EU Economic Partnership Agreement (EPA) includes a Trade and Sustainable Development 
Chapter. On top of this, the Japan-EU EPA also stipulates that the parties shall convene joint dialogue with 
civil society, establishing that civil society shall play a certain role through exchange of opinions on themes 
such as trade and sustainable development, the environment, and labour. 

（a）Work towards promoting implementation of the UNGPs in the international
      community through discussion at UN human rights mechanisms such as the
      HRC [Ministry of Foreign Affairs]

（b） Boost efforts to promote business and human rights through human rights
　 　dialogue with other governments [Ministry of Foreign Affairs]

（c） Continue to contribute to discussions regarding relations between economic
  　  activities and social issues, at international forums, including international
       organizations such as the OECD and the World Bank [Ministry of Foreign Affairs,
       Ministry of Finance, Ministry of Economy, Trade and Industry]

（d）Continue to make efforts towards concluding EPAs and investment agreements
　    that benefit not only industry but also a wide range of people, including workers
     　[Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Finance, Ministry of Agriculture, Forestry
 　　and Fisheries, Ministry of Economy, Trade and Industry]

（e）　Periodically continue joint dialogue with civil society under the Japan-EU EPA (first
　　 dialogue held in January 2020) [Ministry of Foreign Affairs]

 D. Human Rights Education and Awareness-Raising
（ Existing framework /Measures taken）

The Government has developed the Basic Plan on Human Rights Education and Human Rights 
Awareness Raising pursuant to the Act on the Promotion of Human Rights Education and Human Rights 
Awareness-Raising (Act No.147 of 2000), based on which it has been promoting various forms of human 
rights education and awareness-raising. In particular, human rights education and awareness-raising 
seminars for SMEs have been organized across Japan to broaden awareness of business and human rights 
among businesses. 

In order to encourage business enterprises to take action, it is also important to strengthen society’s 
understanding of business and human rights. In this respect, civil society, legal communities and various 
groups all have an important role to play.

（Future measures planned ）
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（a）Raise awareness of business and human rights and conduct training on the
      topics for public employees
・ Consider, including the topic of business and human rights in lectures for public officials 

undertaken by the relevant ministries and agencies. [All Ministries]
・ Raise awareness of various human rights issues, including business and human rights at training 

on human rights for public officials. [Ministry of Justice]

（b）  Implement human rights education and human rights awareness-raising
      activities based on the Basic Plan on Human Rights Education and Human
      Rights Awareness-raising
・ Continue to implement human rights education and human rights awareness-raising activities 

based on the Basic Plan on Human Rights Education and Human Rights Awareness Raising 
with the recognition of various human rights issues in the context of business and human 
rights. [Ministry of Justice, Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, line 
Ministries]

・ Engage in human rights awareness-raising activities such as dispatching lecturers to corporate 
human rights training, and distribution or leasing of human rights awareness-raising booklets and 
videos. [Ministry of Justice]

（c）Implement human rights awareness-raising activities through cooperation
 　　and collaboration with private enterprises
・ Promote further implementation of human rights awareness-raising activities such as utilization of 

the Center for Human Rights Education and Training and human rights lecturers in cooperation 
and collaboration with private enterprises. [Ministry of Justice]

（d）Continue awareness-raising seminars for SMEs
・Continue to implement human rights education and awareness-raising seminars for business 

enterprises especially targeting SMEs as part of the Support for Human Resources Development 
in SMEs. [Ministry of Economy, Trade and Industry]

（e）Award business enterprises tackling social issues, including respect for
 　　human rights
・  From the perspective of the importance of a wide recognition in society that business enterprises 

have a responsibility to address social issues and can make important contributions in this area, 
award business enterprises tackling social issues, including respect for human rights. [Consumer 
Affairs Agency, Ministry of Justice, line Ministries]

（ f ） Publicize the NAP to educational institutions and other relevant bodies
・ Continue to promote initiatives to raise awareness of respecting human rights in school 

education through school education activities reflecting regional circumstances and the different 
developmental stages of students, while incorporating the purpose of the new Course of Study 
teaching guidelines, which also envisage the development of creators of a sustainable society. 
Also, continue to promote initiatives in social education at social education facilities such as 
community learning centers, which are facilities for regional learning, in accordance with the 
situation in each region. [Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology]

（g）Cooperate with international organizations on the publication of the NAP and
       related awareness-raising activities
・ Make efforts to promote understanding and raise awareness for human rights throughout 

society through publicizing the NAP and raising awareness of it in cooperation with international 
organizations. [Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of 
Economy, Trade and Industry]

（Future measures planned）
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A. Measures Related to Domestic and Global Supply Chains and Promotion of
 　Human Rights Due Diligence Based on the UNGPs

（ Existing framework/Measures taken）
With increased interest in responsible business conduct, the OECD Guidelines for Multinational 

Enterprises, which Japan adheres to, added a new chapter on business responsibility on respect for 
human rights in its 2011 edition. In addition, OECD has launched due diligence guidance specific to sectors 
such as minerals, agriculture, garments, and footwear. In 2018, the OECD Due Diligence Guidance for 
Responsible Business Conduct was published as a practical tool that businesses can use regardless of the 
sector. The Government has been engaged in promoting the above Guidelines and Guidance to businesses.

The ILO promotes dialogue and cooperation between business enterprises and stakeholders based on 
the ILO MNE Declaration, which is a guideline for achieving decent work through supply chains, and this 
is considered as an initiative that mutually supplements human rights due diligence. In this connection, the 
Government raises awareness of the ILO MNE Declaration.

Japan’s Stewardship Code and Corporate Governance Code refer to grasping the status of investee 
companies and corporate information disclosure to promote sustainability initiatives, including elements 
of ESG issues. In addition, the Stewardship Code, which was revised again in March 2020 also includes 
reference to consideration on sustainability when holding dialogue between institutional investors and 
investee companies. Furthermore, the Guidance for Collaborative Value Creation was published as a 
guideline for dialogue and disclosure on voluntary and proactive initiatives of companies on non-financial 
information, including ESG factors.

Under the Women’s Participation Act, businesses that regularly employ 301 or more workers are 
obligated to: (1) understand the status of women’s participation and advancement in business enterprises 
and analyze issues; (2) establish, notify, disseminate, and publish an action plan incorporating quantitative 
goals and initiatives based on the understanding of the status and analysis of issues; and (3) publish 
information on the company concerning women’s participation and advancement in the workplace. These 
initiatives were enhanced with the partial revision of the Women’s Participation Act in May 2019.

With respect to the environment, corporate initiatives are being promoted with the establishment of 
the Environmental Reporting Guidelines. In August 2020, the “Introductory Guide on Environmental Due 
Diligence along the Value Chains: Referencing the OECD Guidance” was issued as a manual, including 
points to note in conducting environmental due diligence in relation to risk management and value chain 
management stated in the Environmental Reporting Guidelines. The Guidelines state that human rights are 
integral to address some measures regarding environmental issues, and explains that environmental due 
diligence is required as part of responsible business conduct and integrated with human rights.

In terms of awareness-raising activities and support, studies and research have been conducted 
by relevant institutions, including the Institute of Developing Economies of the Japan External Trade 
Organization (IDE-JETRO) and the Business Policy Forum, Japan. The results have been issued for the 
benefit of business enterprises.

For Japanese business enterprises engaging in overseas businesses, contact points for Japanese 
business enterprises (Japanese business support officers) have been established at Japanese embassies 
and consulates to enhance support for Japanese business enterprises’ overseas expansion.

Among international organizations, ILO provides information to both company managers and workers 
on how to better align business operations with international labour standards and build good industrial 
relations through the ILO Helpdesk for Business on International Labour Standards.

In addition to the above, international initiatives, including the Extractive Industries Transparency 
Initiative and measures against Illegal, Unreported and Unregulated fishing are being implemented, and 
Japan makes an active contribution to such initiatives.

Measures of the Government Promoting Corporate Responsibility to Respect 
Human Rights

（3）

Chapter 2. Action Plan

23



（a）Publicize the NAP and raise awareness of human rights due diligence among
 　　Japanese business enterprises in cooperation with industry groups and
 　　other relevant bodies
・ Promote responsible business conduct by publicizing the NAP among corporations and raising 

awareness of human rights due diligence, including in supply chains, among industry groups and 
other relevant bodies. [All Ministries]

（b）　 Continue to raise awareness on the OECD Guidelines for Multinational Enterprises
・ Continue to raise awareness on the OECD Guidelines for Multinational Enterprises in cooperation 

with relevant organizations to promote responsible business conduct. [Ministry of Foreign Affairs, 
Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of Economy, Trade and Industry]

（c）   Raise awareness on the ILO Declaration and ILO MNE Declaration
・  Continue to raise awareness on the ILO Declaration and the ILO MNE Declaration on the websites 

of relevant ministries and agencies in cooperation with relevant organizations. [Ministry of Health, 
Labour and Welfare]

（d）Publicize the NAP and raise awareness of human rights due diligence to Japanese
      business enterprises operating overseas via Japanese embassies, consulates,
       and overseas offices of government-related entities
・ Publicize the NAP and raise awareness of human rights due diligence with possible cooperation 

with local agencies and organizations by Japanese embassies and consulates. In so doing, 
sufficient attention is to be paid to the issue of protection of human rights of workers in supply 
chains, including the socially vulnerable such as women and children. [Ministry of Foreign Affairs, 
Ministry of Finance, Ministry of Economy, Trade and Industry]

（e）  Raise awareness on the Guidance for Collaborative Value Creation
・  Continue to boost efforts to raise awareness of the Guidance for Collaborative Value Creation, which 

is useful for holding dialogue and disclosure relating to non-financial information, including ESG 
factors for investors and corporate managers and directors. The Guidance can be used as a guide 
for voluntary and proactive initiatives of companies. [Ministry of Economy, Trade and Industry]

（ f ）Steadily implement the Act on the Promotion of Women’s Participation and Advancement
　　 in the Workplace
・ The revised Act was adopted and enacted at the ordinary parliamentary session in 2019 (effective 

from June 1, 2020). The expansion of the Act’s scope (to be effective from April 1, 2022) included: 
expansion of the obligation to develop action plans and to have information disclosure for business 
enterprises employing 101 or more employees, and the obligation to reinforce information 
disclosure applied to business enterprises employing 301 or more employees. Going forward, 
disseminate information on the contents of the revision, and provide support for SMEs to develop 
action plans for smooth implementation of the revised Act. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

（g）Promote information disclosure by business enterprises in accordance with
　　 the Environmental Reporting Guidelines 
・ Promote understanding of environmental due diligence and information disclosure by publicizing 

the Introductory Guide on Environmental Due Diligence issued in August 2020. [Ministry of the 
Environment]

（h）Support initiatives by international organizations overseas
・ Continue to provide support for efforts, including voluntary contributions to the ILO, such as 

promoting decent work of workers at the lower tiers of global supply chains and disseminating 
good practices discovered through those activities. [Ministry of Health, Labour and Welfare, line 
Ministries]

（Future measures planned）
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（a）　Provide information to SMEs through the portal site on business and human rights
・  Set up a portal site with centralized information related to business and human rights to promote 

efforts regarding business and human rights made by SMEs. [Ministry of Foreign Affairs]

（b）Conduct seminars targeting SMEs in cooperation with economic organizations
       and civil society
・ Continue to implement human rights education and awareness-raising seminars for business 

enterprises targeting SMEs as part of the project called the Support for Human Resources 
Development in SMEs and enhance understanding for human rights due diligence. [Ministry of 
Economy, Trade and Industry]

（c）Include policies regarding business terms and conditions and improvement of business
　　 practices
・ Continue to boost efforts to improve transaction terms and practices to prevent main contractors 

from forcing subcontractors to absorb their expenses. [Ministry of Economy, Trade and Industry]

B. Support for Small and Medium Enterprises (SMEs) regarding Business and
 　Human Rights

（ Existing framework /Measures taken）
SMEs play an important role in Japan’s economy, providing most employment and contributing to local 

communities and the lives of residents as the key player in society, while also having a role in supply chains. 
Because SMEs include a wide range of companies in terms of size, sector, and business category, the 
Government will implement business and human rights efforts with input from the SMEs that reflects the 
diversity of these enterprises. The Government also recognizes the need to engage in awareness-raising 
activities to increase understanding and implementation by SMEs, while also being considerate of SMEs’ 
position in business transactions.

（Future measures planned）
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Judicial and Non-Judicial Remedy
（ Existing framework/Measures taken）

As a remedy for human rights violations by business enterprises, the Government intends to ensure 
accountability and remedies through the pursuit of criminal responsibility, damage claims, and administrative 
measures undertaken based on relevant laws, including the Penal Code (Act No.45 of 1907), the Civil Code 
(Act No.89 of 1896), the Product Liability Act (Act No. 85 of 1994), and the Labor Tribunal Act (Act No. 45 
of 2004).

In relation to access to these remedies, the Japan Legal Support Center (the JLSC) makes efforts 
to ensure access to judicial remedies by providing legal aid services, such as free legal consultations for 
Japanese nationals and foreign nationals lawfully residing in Japan who have no financial means. 

Non-judicial remedies such as the following have been established: consulting services based 
on individual legislation (e.g., workers, persons with disabilities, consumers); remedial procedures 
such as Objection Procedures Based on JBIC Guidelines for Confirmation of Environmental and 
Social Considerations, JICA Objection Procedures Based on Guidelines for Environmental and Social 
Considerations, and NEXI Objection Procedures on Guidelines on Environmental and Social Considerations 
in Trade Insurance; and the Japanese NCP under the OECD Guidelines for Multinational Enterprises based 
on the international framework. In addition, pursuant to the Act on Promotion of Use of Alternative Dispute 
Resolution (Act No.151 of 2004) private dispute resolution procedure services (mediation conducted by 
private enterprises) are certified. This Act prescribes special rules such as suspension of prescription and 
discontinuation of litigation proceedings that can be applied subject to certain requirements when using the 
aforementioned services, thereby improving their utility. Furthermore, human rights consulting services and 
relief procedures are being offered at Legal Affairs Bureaus and District Legal Affairs Bureaus.

As measures based on specific legislation, frameworks have been established in specific areas, 
including for workers and persons with disabilities.

Consultations involving consumer complaints and mediation for the settlement of consumer complaints 
are also being provided under the Consumer Safety Act (Act No. 50 of 2009).

Measures regarding Access to Remedy

（a）Digitalize civil proceedings
・ Make efforts to realize online submission of complaints, digitalization of litigation records, 

arrangement of issues, and examination of evidence using online meetings without personal 
appearance of the parties concerned.  Revise the Code of Civil Procedure in accordance with the 
review and deliberation by the Legislative Council of the Ministry of Justice to improve access to 
the legal system by the public. [Ministry of Justice]

（b）Conduct training on human rights for police officers, public prosecutors, and 
     other relevant officials 2

・ Continue to provide training on various human rights issues, including international trends in the 
area of human rights, to newly recruited and promoted police officers at the police academies 
nationwide.  [National Police Agency]

2  The courts also conduct various trainings on human rights, including on human rights treaties and international human rights laws, at the Legal
  　Training and Research Institute, which is in charge of training for judges.

（4）

（Future measures planned）
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・ Continue to make efforts to increase broad understanding of human rights by means, including 
providing lectures on topics such as human rights treaties and crime victims at various trainings 
organized for prosecutors in accordance with their respective numbers of years of experience. 
[Ministry of Justice]

・Continue to offer lectures for Immigration Services Agency employees on human rights related 
legislation, the current status of protection of human rights, and trafficking in persons at trainings 
held in accordance with years of service. In addition, continue efforts to develop personnel who 
contribute to appropriate handling of work by providing lectures, including on human rights 
treaties and measures against trafficking in persons, at training sessions to deepen knowledge 
on human rights issues of employees that are central to the Agency’s operations and engaged in 
practical operations. [Ministry of Justice]

・ Offer lectures on the topic of trafficking in persons at annual training sessions for Labour 
Standards Inspectors around the fifth year of appointment. Continue to promote understanding 
of the role of Labour Standards Inspection Agencies in promoting measures against trafficking in 
persons. [Ministry of Health, Labour and Welfare]

（c）　Publicize activities and improve operation of the Japanese NCP under  the OECD
　　Guidelines for Multinational Enterprises
・ Enhance and facilitate cooperation among the three ministries in charge in accordance with 

the OECD Guidelines for Multinational Enterprises and perform appropriate functions as the 
Japanese NCP. In particular, make procedures more transparent, while securing fairness and 
impartiality, and continue public relations activities. In so doing, pay attention to the perspectives 
of gender and respect for human rights in supply chains. Cooperate with the Japanese NCP 
Committee comprising the Government, labour, and management, and seek advice from experts 
where necessary. [Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Health, Labour and Welfare, Ministry of 
Economy, Trade and Industry]

（d） Continue human rights counseling (Human Rights Hotline and other relevant 
　  counseling sessions, including telephone counseling).
・ Provide human rights counseling in ten foreign languages by Human Rights Counseling Centers 

for Foreigners. Dedicated hotlines have also been established for protecting the human rights of 
women and children. [Ministry of Justice]

（e） Prevent human rights violations and remedy damages
・ Conduct necessary investigations if a suspected case of human rights violations is recognized 

through human rights counseling, and provide remedy and prevention by implementing 
appropriate measures for the case under investigation in cooperation with the relevant agencies. 
[Ministry of Justice]

（f）Continue and reinforce measures, including those based on specific legislation
       ( for workers, persons with disabilities, and foreign workers, including
     technical intern trainees, and for whistleblower protection)
・ In accordance with the Technical Intern Training Act, continue to report to the Commissioner 

of the Immigration Services Agency and the Minister of Health, Labour and Welfare. Provide 
counseling by the Organization for Technical Intern Training to technical intern trainees in their 
native languages, and support transfer of workplace when human rights violations occur and 
technical intern trainees find it difficult to undertake training. [Ministry of Justice, Ministry of 
Health, Labour and Welfare]

・ The Whistleblower Protection Act (Act No. 122 of 2004) has been enacted for protecting 
whistleblowers who meet certain requirements, and promoting compliance with the laws and 
regulations concerning the protection of life, body, and property, and other interests of nationals. 
Continue to promote the establishment of whistleblowing systems at businesses and government 
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agencies (including local governments) taking into account the G20 Osaka Leaders’ Declaration 
and the G20 High-Level Principles for the Effective Protection of Whistleblowers. [Consumer 
Affairs Agency]

（g）Promote use of alternative dispute resolution procedures
・ As a contribution to the improvement of access to remedy related to issues and human rights 

abuse by business activities, provide support such as disseminating information to promote the 
use of certified dispute resolution procedures under the Act on Promotion of Use of Alternative 
Dispute Resolution [Ministry of Justice] and other initiatives provided by various stakeholders  [All 
Ministries]

（h）Continue the provision of grievance redress services in development cooperation
 　 and development financing
・ To ensure compliance with the Guidelines for Environmental and Social Considerations, JICA has 

established and continues to provide a system where affected residents can file objections to 
non-compliance with the guidelines. In case an objection is filed, Examiners for the Guidelines, 
who are independent of departments responsible for specific projects, will investigate the facts 
concerning compliance/non-compliance, encourage dialogues between the parties concerned for 
resolution of disputes, report the results directly to the President of JICA, and disclose the result 
on JICA’s website. [Ministry of Foreign Affairs]

・ To ensure compliance with the Guidelines for Confirmation of Environmental and Social 
Considerations, JBIC has established and continues to provide a procedure for raising objections 
to non-compliance with the guidelines. The request to raise objections can be submitted by the 
country’s residents to be affected by the project, and an Examiner for Environmental Guidelines 
as an organ independent of departments responsible for lending or investment operations will 
make a determination, with the result to be disclosed publicly. [Ministry of Finance]

・  JICA and JBIC are to continue enhancing effectiveness through through operational improvement. 
[Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Finance]
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Support development of legal systems in developing countries
・ Utilizing ODA and in cooperation with relevant ministries and agencies, provide assistance that 

ensures human rights under the rule of law and forms the foundation of free economic activities 
in areas that include: drafting and amendment of legislation; enhancement of capacities of and 
improving practice of legal and judicial institutions; capacity-building of legal professionals;  and 
improvement of access to justice (through dispatching experts and providing training courses 
and seminars by JICA). [Ministry of Foreign Affairs, Ministry of Justice]

Promote quality infrastructure investment 
(the G20 Principles for Quality Infrastructure Investment)
・ In the G20 Principles for Quality Infrastructure Investment approved at the G20 Osaka Summit, 

“Principle 5. Integrating Social Considerations in Infrastructure Investment” states that 
infrastructure should enable the economic participation and social inclusion of all, and respect 
human rights and the needs of all people, especially those who may experience particular 
vulnerabilities, including women and children. Japan has actively appealed for dissemination and 
establishment of the G20 principles and led the discussion in the international community, and 
will contribute to the solution of various issues expected in relation to business and human rights 
by continuing to promote the principles. [Ministry of Foreign Affairs]

In addition to measures aligned with the three pillars of the UNGPs, the Government contributes to 
measures against various issues expected in relation to business and human rights through the following 
measures.

Other Measures（5）

（Future measures planned）
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Chapter 3. Government  s, Expectations 
towards Business Enterprises

The NAP refers to the Government’s initiative, which are to be undertaken with the understanding and 
cooperation of relevant parties. The Government believes that the understanding and cooperation of the 
businesses is of particular importance in promoting responsible business activities in Japan and overseas, 
and has thus outlined its expectations for the business enterprises in this section.

The Government expects Japanese enterprises, regardless of their size and sector of industry, to respect 
internationally recognized human rights and the principles concerning the fundamental rights set out in 
the ILO Declaration; introduce the process of human rights due diligence based on the UNGPs and other 
related international standards; and engage in dialogue with stakeholders, including those that are part of 
supply chains. Furthermore, the Government expects Japanese business enterprises resolve issues through 
effective grievance mechanisms. 3 

1

2

3  For example, the UNGPs state that business enterprises should have in place (1) a policy commitment to meet their responsibility to respect 
human rights; (2) a human rights due diligence process to identify, prevent, mitigate and account for how they address their impacts on human 
rights; and (3) processes to enable the remediation of any adverse human rights impacts they cause or to which they contribute. The OECD 
Due Diligence Guidance states that due diligence is “the process enterprises should carry out to identify, prevent, mitigate and account for how 
they address these actual and potential adverse impacts in their own operations, their supply chain and other business relationships.” ILO MNE 
Declaration states that enterprises, including multinational enterprises “should carry out due diligence to identify, prevent, mitigate and account 
for how they address their actual and potential adverse impacts that relate to internationally recognized human rights.” Keidanren provides 
specific examples for corporations to “clarify policies for respecting human rights and reflect them in business activities” in the Implementation 
Guidance on Charter of Corporate Behavior.

Reference: According to the UNGPs, in order to meet corporate responsibility to respect human
　　　　 　rights, business enterprises should have in place the following policies and processes.
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Chapter 4.
Framework for Implementation 
and Review of the NAP

The NAP covers a period of five years between FY2020 and FY2025.

An Inter-Ministerial Committee will be established following the launch of the NAP, and ministries and 
agencies will implement relevant measures.

The Inter-Ministerial Committee will follow the progress of implementation of the NAP on annual basis. In the 
follow-up process, the Committee will endeavor to use objective indicators, to the extent possible, including 
existing evaluation indicators that have been used by the relevant ministries and agencies. In addition to 
the measures listed in the NAP, new relevant measures introduced after the launch of the NAP will also be 
reviewed in the follow-up process.

The Inter-Ministerial Committee will, particularly during the first year, discuss the following points. For 
this, the Inter-Ministerial Committee will promptly commence its work after the launch of the NAP.

  Consider methods for effective and sustainable follow-up ( including the discussion on appropriate
 evaluation indicators).

 Consider what information is sought by business enterprises in corporation with industry groups and 
other organizations to ensure that the implementation of the NAP contributes to the introduction of 
human rights due diligence by business enterprises, as indicated in Chapter 3 under “Government’s 
Expectations towards Business Enterprises.” Examples of such information could include successful 
and problematic cases and necessary steps to take going forward. The aforementioned “implementation 
of the NAP” particularly refers to publication of and awareness-raising for the NAP, and provision of 
information on the NAP for business enterprises, as mentioned in Chapter 2.2. Areas of the NAP (3) 
Measures of the Government Promoting Corporate Responsibility to Respect Human Rights.     
Consider providing opportunities for business enterprises to air their views in cooperation with industry 
groups and other organizations, to monitor to what extent human rights due diligence has been 
promoted as a result of the formulation and implementation of the NAP.

Aiming at around three years from the issuing of the NAP, the Inter-Ministerial Committee will exchange 
views on the relevant international trends and the status of efforts by Japanese business enterprises.

Towards the revision of the NAP five years after being rolled out, approximately four years from the launch 
of the NAP, the Inter-Ministerial Committee will start working on revising the NAP, while taking into account 
the views of stakeholders.

In promoting the steps above, promptly after the launch of the NAP, the Inter-Ministerial Committee will 
establish a framework for continued dialogue between relevant ministries and agencies and stakeholders 
based on a trusting relationship (including opportunities to monitor the status of the NAP’s implementation) 
A summary of the views exchanged between relevant ministries and agencies and stakeholders will be 
made public.

1

2

3

4
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（2）

（3）
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■ SDGs Implementation Guiding Principles Revised Version (2019)　 
 　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/kaitei_2019_en.pdf

Ministry of Foreign Affairs Website: "Business and Human Rights"

https://www.mofa.go.jp/fp/hr_ha/page23e_000551.html
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